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～会議の概要～ 

○委員長 

 ただいまから、委員会を開きます。 

 本日の会議録署名員に、佐藤委員、山口委員を御指名いたします。 

 委員の交代がありますので、お知らせいたします。 

 千葉委員が秋元委員に、大橋委員が成田祐樹委員に、斉藤陽一良委員が高橋委員に、林下委員が山口委員に、新

谷委員が北野委員に、成田晃司委員が佐藤委員に、それぞれ交代いたしております。 

 付託案件を一括議題といたします。 

 これより、質疑に入ります。 

 なお、本日の質問順序は、自民党、公明党、民主党・市民連合、平成会、共産党の順といたします。 

 自民党。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○佐藤委員 

 我が党の山田議員の代表質問の中から、教育問題について質問させていただきます。 

◎あおばとプランの未実施項目の今後について 

 まず、現行のあおばとプランの実施状況ということで92.8パーセントという数字が出ておりましたけれども、「100

パーセント実施に向けて今後取り組むべきことがあれば」ということで質問をさせていただき、「今後、不十分な

項目については、各学校に対して個別に具体的な実践を指導・助言するなどをしていく」との御答弁をいただいて

おります。 

 その中で、未実施が多い項目にはどのような項目があるのか、まずお答えいただきたいと思います。 

○（教育）指導室主幹 

 実施した学校が少ないところという項目につきましては、主なものとしては、栄養教諭の配置にかかわる部分、

それからＡＬＴの効果的な活用、それとキャリア教育にかかわる指導計画の作成、改善等になっております。 

○佐藤委員 

 それでは、例えば新しいあおばとプランでは、今挙げていただいた三つの項目をやっていない学校に関してはど

のような形で続けていくのか、それともリセットをしてまた一からやるのか、その辺に関してはいかがでしょうか。 

○（教育）指導室主幹 

 新しい計画につきましては、現行のあおばとプランの延長線上にあるものという押さえから、これまで取組が行

われていない部分につきましても、この中で実施をしていくということになっておりまして、栄養教諭の配置につ

きましても、栄養教諭の数が限られているものですから、栄養教諭等ということで、そこら辺を若干拡大しながら、

計画の中には盛り込んでおります。 

 また、ＡＬＴの効果的な活用につきましては、小学校における外国語活動等の中でも活用するとか、あと地域に

住んでいる外国人の方を活用するということも含めながら進めていきたいというふうに考えております。 

○佐藤委員 

 現行のあおばとプランは３年間の実施期間ということですけれども、その３年間で実施できなかった項目が果た

して新しいあおばとプランで実施できるのかどうかという疑問があるのですけれども、その辺に関してはいかがで

しょうか。 

○（教育）指導室長 

 今、指導室主幹のほうからも答弁をさせていただきましたけれども、例えばキャリア教育について未実施の学校

が多い。これは、中学校はほとんどの学校でやっているのですが、小学校においてのキャリア教育という意識がな
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かなか定着しづらくなっている。それで新しい計画においてはその辺も踏まえまして、小学校におけるキャリア教

育の進め方、それから中学校におけるキャリア教育の進め方について分けて記載するなど、各学校が取り組みやす

いような形で計画を立てております。 

 また、ＡＬＴの活用についても、中学校ではもう当然英語で活用しているのですが、小学校における外国語活動

が今後入ってきますので、今２人のＡＬＴを配置しておりますけれども、それだけでは足りませんので、地域で外

国語を話せる方の活用も図っていかなくてはいけないと考えています。 

 そういうことで、新しい計画の中でも、現行のあおばとプランの課題として残ったものについては、取り組んで

いくということで示しております。 

○佐藤委員 

 ＡＬＴに関しては、外国語を話せる地域の方に御協力をいただきながらというお話がありましたけれども、今年

度自民党の会派視察で訪問をした長崎県諫早市では、例えば大学のカリキュラムの中に組み込んでいただいて、そ

こで単位を取得してもらいながら大学生に講師として来てもらうとか、１時間幾らという中で退職された方とか、

今、教員のあき待ちをされている方などを講師として迎えて、ＡＬＴを含めた外国語の講師として手伝っていただ

いているということがありますけれども、小樽市はそういうことも検討されているということなのでしょうか。 

○（教育）指導室長 

 ＡＬＴのほかに退職した教員もおりますし、外国に住まわれた経験のある方もいらっしゃいますので、それぞれ

の地域で御協力いただける方を募っていたり、あとユネスコ協会等もありますので、そういうような団体との協力

も今後図っていきたいと考えております。 

○佐藤委員 

 試行期間がありながら、英語教育に関してはこの先の実施ということになりますけれども、全校一斉に英語教育

に関しては実施できるように、その辺の準備をしっかりしていただきたいと思います。 

◎学校支援ボランティアの活用について 

 質問を変えます。 

 同じく代表質問の中で学校支援ボランティアの活用についての質問をさせていただきました。その中で、「これ

まで以上に学校支援ボランティアを効果的に活用しながら教育活動を進めていく必要があります」という御答弁を

いただきました。これまで以上に効果的に活用していくということですけれども、どのように連携して何をどう効

果的に活用していくのか、その辺に関してはいかがでしょうか。 

○（教育）指導室長 

 現在も各学校で地域のいろいろな方の御協力を得ながら教育活動を進めています。それらの学校でかかわってい

るボランティアの方について、指導室のほうでも集約しておりまして、これをもっといろいろなところに広げてい

こうということで、学校支援ガイドという学校支援ボランティアを集めたような冊子をつくりまして、そしていろ

いろな関係機関との連携をもっと強めていこうということで、生涯学習課のボランティアリーダーとかアーティス

トバンクとかそういう部分も含めまして、各学校に配布をし、周知して活用を図っていきたいと考えております。 

○佐藤委員 

 先月の29日に、社会福祉協議会で小樽市福祉の学習ボランティア活動推進会議が開催されました。ちょうど指導

室長が横に座っておられたので、お話を聞いておりましたけれども、その中では福祉ボランティアというものを北

海道社会福祉協議会が中心となって、子供たちに当然心も含めて福祉ボランティアというものを広めていく。それ

とともに、家庭や地域へもボランティアについての啓発を図ることを目的とするという事業でありまして、その事

業は小樽市内には３校の小学校、中学校を指定して、今後３か年で助成金もつけながら活動していくというもので

ありました。その会議に参加させていただいて、講演の後、地域が子供たちの活動をいろいろ支えていくためには
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どうしたらいいのかという討議になりました。その中ではやはり地域として学校を支えていくためには、それぞれ

が単体で学校を支えていくのではなくて、地域が一つになって学校を支えていかなければ、なかなか子供たちの活

動も十分には機能しない、まして地域やそのほかの団体にも十分に支援をいただくことができないという話もたく

さんいただきました。 

 そのような中で、先日、大橋議員のほうからも学校支援地域本部事業が、全道では小樽以外で実施されるという

お話がありました。これに関しては、本年の第２回定例会で私もちょっと質問をさせていただいたのですけれども、

その中ではこれも３年の時限つきということで、その後どうなるかわからないということもあり、また先日の大橋

議員の御質問に対する御答弁では、既にあるボランティア関係の人たちを混乱させるわけにはいかないので、それ

はできませんというお話をしていただいたと思います。その中で、学校だけではなく地域で子供たちを支えなけれ

ばいけないということがこれから広まりつつある中で、この学校支援地域本部事業に関しては、来年度そういう応

募があれば、できればそれも検討していきたいというお話もいただきました。 

 その中で、第５次の応募は11月５日に終わっているのですけれども、そういう形で、もし来年度そういう応募が

あればという仮定の話でもいいのですけれども、今これから応募するような準備なり段取りをするということはあ

るのでしょうか。 

○（教育）生涯学習課長 

 学校支援地域本部事業につきましてですが、今年度については募集が終わったということでお話は聞いていたと

ころであります。来年度に向けて、今年度応募しなかった自治体が当初は認められないというお話だったのですが、

その後の情勢を確認して、来年度もし国のほうで今年度応募しなかったところも応募を受け付けるということであ

れば、学校支援地域本部事業を導入するに当たっての課題点などを考え、精査して応募に向けて検討していきたい

と考えています。 

○佐藤委員 

 実はおととい、北海道教育委員会の地域支援室にこのことで電話をさせていただきました。すると、先ほども言

いましたように、第５次の11月５日の応募は終わっているけれども、全国的にはまだ４割程度の応募にとどまって

いるということもあり、来年度以降も募集をする可能性があるというお話を聞きました。さらに、今年度に関して

は、来年１月にも追加で募集をする予定であるというお話を直接お聞きしました。そのような中で、この地域本部

事業に関しては、承認されてから委託されるまで約３か月の期間がございます。その発表があってから、申請に間

に合わせるために書類をつくって申請をするということでは実は間に合わないのではないか。 

 今のようなお話を総合しますと、もし来年１月にそのようなことが実施されたときのことを考えて、ぜひ今から

申請の準備をしていただいて、４月からはそれが承認されれば取り組めるような体制をとっていただきたいと思い

ますけれども、その辺に関してはいかがでしょうか。 

○教育部中村次長 

 小樽市だけが強い意志を持って学校支援地域本部事業に参加していないということがあるわけです。その一つに

は、地域コーディネーター、この事業の中で一番重要な役割なのですけれども、これをなかなか民間の方にお願い

することが難しいという実態があるわけです。北海道の場合､180市町村中179市町村が応募をしていますけれども、

その大多数は教育委員会職員あるいは教頭がコーディネーターを務めている、これでは本来の学校支援ボランティ

アにはならないわけです。ですから、ボランティアというのは、文部科学省や北海道教育委員会に言われてやるも

のではありませんから、地域の方々が学校を支援したいのだ。それはＰＴＡの方か町会の方か、あるいは退職校長

かわかりませんけれども、そういう方々がこの事業をやりたいのだという御意志が示されたら、私どもは申請の手

続をしたいと思います。 
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○佐藤委員 

 先日小樽市ＰＴＡ連合会の会長とお話をしました。その中で、この事業のお話を教育委員会にしたところ、それ

は全くできませんというお話をされた。小樽市ＰＴＡ連合会の会長はそれをお願いしたいという意向の下に当然お

話をしたのだと思いますけれども、それをけんもほろろにそれはやっていませんからできませんというお話でした。

それは、保護者やＰＴＡのやっていただけないかという意思の表れではないかと私は思いますし、また、２年ほど

前、当時私もＰＴＡをしておりましたけれども、ＰＴＡの働きかけで、地域パトロールボランティアを立ち上げて

みてはどうかという勧めがありまして、小学校２校、中学校１校、そして地域の町会長、民生委員の方々、さまざ

まな方に集まっていただきまして、そういう会を立ち上げるべく二、三回会議を開きました。そこでは、ではだれ

がまとめてその会をトータルとしてコーディネートしていってくれるのか。その役目をする方がなかなか見つから

ないで、その会はしり切れトンボになってしまったというのも現実であります。まさしく、そのコーディネーター

が地域で学校を支えるという分には大変必要なのだと、私自身は実感していました。ＰＴＡ、親から、地域からコ

ーディネーターをやりますからやってくださいではなくて、まず枠組みをつくる中で、どのようにコーディネータ

ーをつくっていったらいいかという協議を進めていくのが、この事業を通して地域と学校とのかかわりを強くする

ということではないかと思いますけれども、このことに関してはいかがでしょうか。 

○教育部中村次長 

 けんもほろろに答えたのは私でございますけれども、小樽市ＰＴＡ連合会の活動の中で地域の教育力に関する事

業、私どもでやっています地域子ども教室、これも３年間の委託事業で、その後、放課後子どもプランということ

になりまして、小樽市は放課後子どもプランにのらずに今までの土曜日の地域子ども教室をやっているわけです。

このことについては市Ｐ連から全く協力を得られておりません。なぜかと言いますと、それは地域の子供たちの安

全を守ることについて市Ｐ連として、あるいは学校ごとのＰＴＡとしてなのかわかりませんけれども、責任が持て

ない、だから御協力できないというお話を聞いております。 

 ですから、そういう流れの中で、私どもは今の学校支援地域本部が開設できないと申し上げたのではなくて、そ

ういう地域の方々を市Ｐ連としてコーディネーターの位置づけをして、その上で学校支援ボランティアの取組をし

たいという御意志があるのであればお示し願いたい、そういうふうに申し上げております。 

○佐藤委員 

 土曜日の学校開放に関しては、小樽市ＰＴＡ連合会自体としてそれを断ったつもりはありません。私も市Ｐ連に

役員として入っていましたし、今ここにいる濱本委員も市Ｐ連の会長をされた人間であります。市Ｐ連にすべての

学校のボランティアを何とかしてくれというのは、当然筋違いの話で、そのときには、各学校や地域の事情がある

ので、それぞれにお願いをしに回っていただきたいというお話をさせていただきました。その結果、教育委員会で

は各学校や地域を回っていただいたのだと思います。そこでどういう話をされたかは、市Ｐ連では集約されていな

かったと思いますけれども、市Ｐ連がはなから土曜日の学校開放については断ったという事実は、全くないと記憶

しております。ここで言った言わないは、それも何年も前の話ですから、今この二、三年の話ではないですから、

そういうことで市Ｐ連に関しては会長からその話をされたときには断られたと、そういうふうに聞いております。

そのとおりだと思います。けれども、私が先ほど個人的な２年前の話をしたのは、地域でつくろうと思ってもでき

なかったという事実があるということです。それもその活動に関しては教育委員会の働きかけでつくってみてくれ

と、努力をしてくれと、そういう話でやったけれども、実際問題、町会長も民生委員もＰＴＡも頑張ってやったけ

れどもできなかったということです。何もそこで努力をしなかったということではないのです。これがすべてでは

ないですけれども、果たして地域でどれだけのお話を聞いて、どれだけそのことに関して、地域本部事業に関して

は要りませんと、コーディネーターは教育委員会でつくってくださいというお話、議論をされたのかわかりません

けれども、その議論もしていないのだったら、まずはその議論をしていただきたいと、そのように思います。 
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○教育部長 

 前段のほうで指導室長のほうからも答弁をさせていただきましたけれども、私どもも、その学校支援ボランティ

アというものがこれからの学校教育にとって極めて重要だという、必要だという、そういった認識というのは十分

持っております。英語教育のこともありますし、御承知のとおり、武道というのが学校の正課の中に入ってくると

いう側面もあります。正直言って、学校の教員だけで対応しきれるかどうかという不安も持っております。ですか

ら、そういった部分からすると、さらに支援ボランティア、地域の方々でいろいろな技能を持っている方の御協力

をお願いするという場面というのは増えてくるだろうというふうには思っております。 

 ただ一方、それぞれの学校で、通学路の安全とか、あるいは郷土史とか、学校によっては稲作指導とか、いろい

ろな形で直接地域の方々にお願いをし、あるいは地域の方々からの働きかけを受けるという形で現在も支援ボラン

ティアの活動というのは行われています。 

 本会議でも、教育長のほうから答弁をいたしましたのは、今、学校がそれぞれの地域の方にお願いして、御協力

をいただいているという一つのスキームができている。ただ、今回のこの国の制度というのは、コーディネーター

という人を１人立てて、その方にボランティア情報を周知して、その方が管理して、そして学校からこういう人が

欲しいということをコーディネーターの人に言って、そしてコーディネーターが派遣するという、大きく言うと、

そういう仕組みなのです。それで、現在もう既に取り組まれている学校のスキームといいますか、それを壊すよう

な形であってはいけないという、それがまず一つあります。 

 ただ、今答弁をしましたとおり、この学校支援ボランティアを拡大していかなければならないということと、あ

るいは今ある学校でボランティアをやっていただいている方が別の学校でもお手伝いできるという要素があるのか

どうなのか、そういったことはやはり私どもとしては把握しなければならないだろうというふうには思っておりま

す。その意味では、指導室長のほうからもありましたけれども、交通安全とか防犯とかというだけではなくて、事

業に直接支援をいただいている地域の方々がどれぐらいいるのか、あるいはその方というのは、ほかの学校にも支

援をしていただける態勢にあるのかどうなのか、その辺もちょっと見極めていかなければならないというふうには

思っています。 

 ただ、いずれにしましても、私も今年の文部科学省の概算要求で予算額としては倍になっているというのは承知

しておりますし、今、委員のほうからもございました新年度以降の新規募集が可能だという部分も北海道教育委員

会から聞いておりますので、その辺を見ながら、ただ基本的には学校支援ボランティアというものを拡大していく

方法として、どういう方法が一番いいのか、学校支援地域本部事業というのは、拡大していく上にとってプラスに

なるのかという、その辺も見極めながら、私どもは、この事業に一切加わらないということではなくて、ボランテ

ィア拡大に資するものであれば、当然この事業を活用しながら進めていかなければならないというふうに思ってお

ります。 

○佐藤委員 

 参加をしないと言った時点からもう大分日にちがたっているわけですけれども、その間に当然いろいろこれから

検討していくという中身を既に検討されて、それでこの事業は小樽にそぐわないという結論で参加をしないと言わ

れるのならわかるのですけれども、今言われたようなことも検討していなくて参加をしないという表明をされて、

来年度以降は予算もつくかもしれないから、これからそのことに関しては検討しますというのでは遅いのです。ま

して、来年年明けにはその申請を受け付けるかもしれないという情報がありながら、それも逃して来年度以降にす

るということでは、では今までは何をしていたのですかという話になりますので、ぜひ参加する方向で事業を進め

ていただきたいと思います。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
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○濱本委員 

◎連結実質赤字比率について 

 それでは、財政に関して何点かお伺いしたいと思います。 

 平成19年度の決算において、地方財政健全化法による各種比率で連結実質赤字比率は、これはもう皆さん御承知

のとおり、全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率であり、本市では16.12パーセントで早期健全

化基準の16.72パーセントに対して、もうほとんどぎりぎりの状況で、言うなれば、あと0.6パーセントしかアロー

アンスはありませんという状況であります。 

 まず聞きたいのは、全会計でこの16.12パーセントの足を引っ張っているというか、超えている会計がどのぐらい

あるのか、またそれはどのぐらいの金額になるのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○（財政）財政課長 

 平成19年度決算ベースで連結実質赤字比率は16.12パーセントと出ました。この連結実質赤字比率の分母のほうな

のですけれども、今、委員がおっしゃったように、標準財政規模となっています。分子のほうは実質赤字、それか

ら企業会計で言えば資金不足額、それから黒字額あるいは資金剰余額というものを引いた額になっております。い

わゆる赤字になっている会計でございますが、まず一般会計が12億9,700万円程度、国民健康保険事業特別会計が15

億7,300万円程度、病院事業会計が35億9,400万円程度、こういう赤字の内訳になっております。ちなみに黒字にな

っている会計といたしましては、水道事業会計で８億2,700万円程度となってございます。 

○濱本委員 

 簡単に言えば、水道事業会計だけが助けているという状態で、一般会計も国民健康保険事業特別会計も病院事業

会計もいわゆるこの16.12という数字に、逆の意味で貢献をしているということだろうと思います。 

 それで、ちなみに平成19年度決算で考えたときに、0.6パーセントのアローアンスは、金額ベースでいくと、大体

幾らぐらいになるかわかりますか。 

○（財政）財政課長 

 １億9,000万円程度になります。 

○濱本委員 

 先般の決算特別委員会でも申しましたが、平成19年度決算でいうと、１億円という赤字で、それからいくと１億

9,000万円しかアローアンスがないということは、非常に大変な状況だということだろうと思います。 

 そこで、もう上半期が終わりまして、小樽市のいわゆる自治体としての財政状況、普通の会社であれば、毎月決

算をしている会社もある。少なくても、第１四半期、第２四半期、上期、第３四半期、第４四半期、下期、それで

通期、全期という見方をして、予算に対して実際どう動いているのか。数字が出た都度、ではここから先はどうい

う手だてをしようかという形になっております。そういう意味では、民間の企業はある意味、機動的に行動ができ

る。 

 残念ながら、小樽市の場合は、企業会計の場合は出てくるものもありますけれども、一般会計そのものについて

は出てこない。ここら辺はたぶん相当コストもかかるし、いろいろ大変な部分もあるのだろうとは思うのですけれ

ども、今みたいな財政状況を考えるとき、やはり収入にしても支出にしてもリアルタイムで管理をしていかないと、

運営はできますが経営はできないと思うのです。今まさに求められているのは、経営をすることが求められている。

そうなると、やはりこういうものがリアルタイムで出てこないことには、経営は成り立たないのではないのかとい

うふうに思います。たぶん今日言って明日からというのは当然できないでしょうし、例えば３か月でやれとかとい

ってもきっとできないのだろうと思うのですけれども、将来的な課題として、リアルタイムで検証やチェックがで

きる、それから次の手だてが打てる、そういうシステムを構築する必要があるし、そのことを検討願いたいと思う

のですが、いかがでしょうか。 
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○財政部長 

 歳入と歳出があります。歳出のほうはこれからいろいろな仕組みをとる中で、かなりタイムリーに各部ごとの支

出の命令状況というのを押さえていくことは可能だと思います。また、予算に対してある程度の執行期ごとの予測

を確定することもまた可能だと思うのです。ただ、歳入のほうは、いかんせん年度末に入ってくるものがかなりの

ウエートを占めておりますので、それをタイムリーに押さえる、月々、四半期ごとにというのは、これは基本的に

仕組み上ちょっと難しいところがあると思います。 

 歳入のほうは、７月にまず一般財源の半分ぐらいを占める普通交付税が確定いたしますので、これがやはり一番

大きい。ですから、最近は毎年度ですけれども、交付税の動向を見て予算を残念ながら割ったということで、緊急

に今年もやりましたけれども、歳出予算の執行のほうを少し節約してくれないかと申し上げます。それが一つのタ

イミングだろうと思います。 

 あと市税のほうは、大体当初の賦課でおおむねの想像はつきますので、その辺もあまりかい離があるときは、や

はり年度の途中で執行関係の制約をかけていくというふうにはなろうかと思います。歳出のほうについては、前段

申し上げましたけれども、これからの取組の中でいろいろ工夫できるものもあるかというふうには思っています。 

○濱本委員 

 一般会計に占める市税の割合も約20パーセント、例えば500億円で考えても100億円あります。これが１年間にわ

たってたぶん入ってくるのだろうと思います。納期ごとに分けて入ってくるものもありますし、一括で入ってくる

ものもあるのだろうと思うのですけれども、そうすると、例えば４期で入ってくるものであれば、４分割である程

度の想定はできるのだろうと思います。それを考えると、テクニック的に相当難しいものはあるのだろうと思うの

ですが、そういう部分もぜひ検討してもらいたいですし、例えば市税の100億円の中には、いわゆる滞納繰越の部分

もあるわけです。そうすると、年度当初に滞納繰越分の回収を幾らか予算上計上していて、それが年度末に入るよ

りは第１四半期に入った方が間違いなくいいわけです。いわゆるキャッシュフローのためにもいいわけなので、そ

ういう部分も管理できるものもあると思いますので、ぜひ御検討をお願いしたい。これは答弁はよろしいです。 

 それで、ちょっと今の話に関連して、要は赤字が１億9,000万円、例えば昨年度の決算と同じ状況になって、さら

に１億9,000万円増えると、16.72パーセントになってしまうわけです。もう第３四半期も終わろうとしていますけ

れども、この下半期に赤字が発生しないようにするためには、支出をどう低く抑え込むか、収入をどうにかするか。

収入の部分で言えば、市税の滞納繰越分の回収を当初予算に計上した額よりもたぶん多く収入する方向に持ってい

かなければならないのだろうと思うのですが、この下期に関してのいわゆるこれからの財政の部分に関して、先ほ

ど歳出の執行に関してうんぬんという御答弁もございましたけれども、改めてどういう手だてを考えているのか、

お聞かせいただきたいと思います。 

○（財政）財政課長 

 今後の年度末に向けての関係なのですけれども、景気が後退しているということで、特に法人市民税などに影響

が出てくるのではないかというふうに懸念をしております。 

 それからまた、灯油、ガソリン等はこのごろ非常に安くはなったのですけれども、急に安くなっただけあって、

また上がるかもしれない。そういう不安定な価格動向も懸念材料であります。 

 あと、昨年度がそうでありますように、降雪に伴う除雪経費、こういったものも出てくる可能性があるというふ

うに考えています。 

 これに対する対応ということなのですけれども、歳入歳出で歳出のほうはやはり予算の効率的な執行という形で

経費を節減していくしかないと、そういうような形になると思います。 

 歳入のほうは委員が言われたように、税あるいは税外収入を総合的に確保していく。あるいは、まだ正式な通知

は来ていませんけれども、昨年度もありました減収補てん債という国の起債制度あるいは北海道に市町村振興基金
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という貸付金の制度があるのですけれども、こういったものの導入の検討や研究を進めていきたいというふうに考

えています。 

○濱本委員 

 平成20年度決算が出るのは、まだ相当先ですけれども、ぜひともこの16.12パーセントが16.00か15.幾らにまでな

るように、いろいろな分野で御尽力をお願いしたいというふうに思います。 

 そして、今の話の中で、滞納繰越分の予算計上の話をさせてもらいました。ちなみに、例えば17年度当初予算の

法人市民税では、いわゆる滞納繰越分として840万円が計上されていますが、決算は1,185万2,000円、調定額が7,685

万2,000円ということです。19年度でいくと、予算は1,150万円、決算が785万7,000円、調定額は6,712万6,000円と

いう、要は調定額に対して予算計上額が少ない。これは一般会計のみならず滞納繰越分を持っているほかの会計も

こういうような形をしている。要は過去の未収金総額に対して、今年度の予算計上をするときに、全額予算計上が

されているわけではなくて、ある特定の部分だけが予算計上がされている。そこら辺に明確なルールがあるのかな

いのか。というのは、民間の会社であれば、普通は単年度の本業部分ではこういういわゆる未収金関係は計上しな

いわけです。どちらかというと、雑損失、雑収入だとか、そういうところへ予算計上をしておいて、それでどれだ

け回収してくるか。そうでなければ、売上げに対してどれだけコストがかかっているのかという本当のところが見

えないから、そういうところへ入れてしまうわけなのです。当然雑収入に対して雑損失もありますから、だからそ

の雑収入を得るために幾らコストがかかっているかというのは、それは逆に言うと、雑損失のところで計上すると

きもあるわけです。それからいくと、小樽市のいわゆる会計の中において、上位二つで結構ですけれども、いわゆ

る滞繰の予算計上で金額の大きいところ二つでいいのですけれども、そこに計上のルールみたいなものがあれば、

教えていただきたいと思います。 

○（財政）納税課長 

 市税につきましては、滞納繰越分の調定額というのは、前年度の未納の分も全部そのまま行くわけなのですけれ

ども、滞納繰越分の予算の出し方につきましては、その年度の過去３年の収入率を参考にして歳入の予算を出して

いるのです。それで、その収入率が大体十五、六パーセント、ここ３年であれば14パーセントとかになっているも

のですから、最初から滞納繰越分の収入率が十四、五パーセントなものですから、今、委員がおっしゃるように調

定額に対して、要は1,000万円もあるのだけれども、予算がすごく小さいのではないかというのは、収入率を使って

出すということからなのです。 

○（医療保険）保険収納課長 

 先に国民健康保険の関係についてお答えします。 

 国保料の収入におきましては、滞納繰越分の収入率を算出しますときの明確なルールは特にございません。ただ、

私どもも過去の推移を見まして算出しますけれども、結果的には平成19年度と20年度の予算を作成する段階で前々

年度の決算の値を採用してきております。 

○（財政）税務長 

 ちょっと補足させていただきますけれども、収入率の平均を出してもらって予算を計上しているのですけれども、

基本的に市のほうとしましては、滞納者の方と常々納付交渉などをさせていただいておりますので、年間どのぐら

い入るというのはある程度わかります。ですから、そういう平均的なものというのはそんなに極端に変わるもので

はありませんので、このように平均値を出して計上させていただいているというところです。 

○濱本委員 

 こんなことを言っては大変失礼なのですが、数字がある以上はその数字を達成するために努力するというのは、

ある意味組織人のさがみたいなところがあるので、あまり自重しないでたくさん予算計上をしていただいて、比率

はいいのです、極端に言うと。例えば比率は75パーセントでもいいのです。額が問題なので、額が上がるように御
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努力をお願いしたいというふうに思います。 

◎定額給付金について 

 それから次に、市内に約21億円という定額給付金の話で、まだこれは実施時期も決まっておりませんし、未確定

な部分も結構あるのだろうというふうには思いますが、少なくともいつのタイミングかは別としても、実施される

ことははっきりしている。 

       （発言する者あり） 

 そうですか。実施されるのです。ということで、21億円というと大きな金額です。１億9,000万円で大変なことに

なる小樽市にとって21億円というのは大変大きな数字で、そうなったときに、この21億円が本当に本来の趣旨であ

る小樽市内のそれぞれの家計なり、それから地域なりが温まるような環境づくりをしなければならないのだと思う

のです。例えば１万2,000円いただきました、札幌に行って飲んだり食べたりしました、物を買いましたでは、小樽

にとっては何のメリットもないわけです。そうなったら、一番いいのは小樽で消費をしていただくことですし、次

には小樽産品を買っていただくことが一番市内の経済にとってプラスになる。そうやって考えたときに、今後、当

然これは商工会議所は小樽市内でお買物をというキャンペーンをずっとやっていまして、どの程度効果が上がって

いるのかは別としまして、やはりそういう関連する団体と協力して、たぶんキャンペーンとかいろいろあるのだろ

うと思うのですが、ぜひこの21億円が市内で還流して、さらに小樽が元気になるような手だてを考えなければなら

ない。例えば本当にお金があるのであれば、１万2,000円、こうやって窓口にとりに来たときに、１万3,000円の地

域クーポン券を上げて、どうぞ使ってくださいと、市税に払ってもいいですよと、水道料に払ってもいいですよと、

こういうやり方もたぶんできるのだろう。コストのことは別です。キャンペーンも含めて、そういう手だてを今後

考えていくつもりがあるのかないのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○（総務）定額給付金準備室中野主幹 

 定額給付金につきましては、12月１日に準備室を立ち上げまして、当面、情報収集ですとか、庁内のスケジュー

ル調整等を行っているところでございます。 

 委員からもお話がありましたとおり、市内だけで約21億円という給付額が今のところ想定されておりますので、

御提案されたような数々の御意見等も参考にいたしまして、本市の経済効果が少しでも上がるように、どのような

方策があるのか今後考えてみたいというふうに思っております。 

○濱本委員 

 ぜひ真剣に考えてもらいたいと思います。 

       （発言する者あり） 

 お金をかけられないから、その分知恵と汗で、これが預貯金に回っても意味がないですし、よそで消費されても

本当に意味がないので、ぜひとも真剣に考えていただいて。 

       （発言する者あり） 

 不規則発言をしないでください。広報なりいろいろな媒体を使って、ぜひとも市民の皆さんに御理解をいただけ

るように方策を考えていただきたいと思います。 

○委員長 

 自民党の質疑を終結し、公明党に移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○秋元委員 

◎障害者へのアンケート結果について 

 私のほうからは、小樽市障害者計画と障害福祉計画にのっとりまして、何点か質問させていただきます。 

 初めに、この中に、過去にいろいろと障害者の方にアンケートをとった結果が載っておりまして、その中で興味
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を引いた何点かについて質問しますけれども、初めに「福祉サービスに望むこと」という項目がございまして、こ

こで障害を持っている方々が何を望んでいるかという、一番多かったのは「気軽に相談できる場所を増やしてほし

い」という回答だったのですが、果たしてこれは数といいますか、場所が足りないものなのか、それとも気軽に相

談ができていないのかという、どちらなのだろうという素朴な疑問がございました。 

 そこで、例えば過去に相談いただいた件数と、またもし差し支えなければ内容、またこの相談に対してどのよう

な対応をされてきたのかお答えください。 

○（福祉）石崎主幹 

 小樽市障害福祉計画策定に当たってのアンケート調査の中で、気軽に相談できる場所の部分で御質問がございま

したので、お答えいたします。 

 小樽市におきましては、障害者の方や障害児の保護者の方、これらの方を抱える家族の方などからの相談を受け

る場所といたしましては、当然、市役所の障害福祉係の窓口もそうでございますけれども、そのほかに平成18年10

月の障害者自立支援法の本格施行に向けまして、地域生活支援事業の中に相談支援事業という福祉事業がございま

して、これによりまして、北海道の指定相談支援事業所に委託をしてございます。これは市内に４か所ございまし

て、具体的な事業所としては、和光学園を運営している社会福祉法人後志報恩会の「さぽーとひろば」、こちらは

花園４丁目で和光学園が経営をしているパンショップの隣にございます。それから長橋十字街のところにある山下

ビルの２階に、社会福祉法人塩谷福祉会が運営している「やすらぎ」という相談支援事業所がございます。それか

ら、社会福祉法人北海道宏栄社は、指定相談支援事業所「あおば」を運営しております。それから、小樽四ツ葉学

園の「小樽四ツ葉寮」のほうに相談支援事業所を開設しているところでございます。 

 平成19年度のこの４か所の相談受付件数ですけれども、延べ件数で5,526件の報告がございます。内容的にはどん

な相談内容があったのかということですけれども、各種福祉サービスの情報提供、施設見学をしたいというような

相談、在宅や施設サービスを利用する際の申請の手続方についての相談、それから療育や教育、それから一般就労

に向けての相談、そういったことでさまざまな御相談があったというふうに把握してございます。 

○秋元委員 

 5,526件の相談件数があったということで、かなり多いのかというふうには思うのですが、ここで先ほどアンケー

トの気軽に相談できる場所を増やしてほしいという部分では、かなり対応はできているというような受止め方でい

いのでしょうか。 

○（福祉）石崎主幹 

 この４か所の相談支援事業所について、なかなか市民周知が徹底されていないというか、わかりづらい部分がご

ざいまして、今年度は特に基金事業で相談支援充実強化事業といったものを実施しております。これを使いまして、

現在のところ、地区民生児童委員協議会の席上におきまして、４か所ある相談支援事業所の場所、機能、そういっ

たものの周知を図っているところであります。民生委員など、障害を抱える方々の身近な地域にいらっしゃる方に

まず支援者としてこういった情報を落としていきたいということで、現在、取り組んでいるところでございます。 

○秋元委員 

 ありがとうございます。ぜひ、多くの障害を持っている方々、また御家族の方にこういう気軽に相談できる場所

があるのだという周知をさらに徹底していただきたいというふうに思います。 

 次の質問に移りますけれども、アンケートの中で、今どこで生活しているかという問いに答えまして、自宅で生

活しているという答えがございました。また、将来どこで暮らしたいのかという問いかけに対しまして、これもま

た自宅という答えがかなりの割合を占めていまして、ここでいろいろ感じるのは、やはり障害を持っている方は自

宅で安心して暮らせるほうがいいと考えている方が多いのだというふうに感じます。 

 そこで、先ほど言った障害者計画と障害福祉計画の69ページに、例えば市営住宅の戸数とか、車いす対応住宅の
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戸数とか、特定目的住宅についても記載されておりますけれども、安心して暮らせるという部分では、こういう整

備も重要な部分ではないかというふうに思いますけれども、将来にわたって、現在の特定目的住宅の戸数とか、例

えば車いす対応の住宅数は、この調査をしているときよりも増えたのかどうなのか、また将来どのように増やして

いくのかという計画が、もしありましたらお答えください。 

○（福祉）地域福祉課長 

 現在、市営住宅の管理戸数は3,600戸で、そのうち993戸が特定目的住宅となっており、その中の16戸が車いす対

応住宅となっております。 

○（建設）建築住宅課長 

 車いす対応住宅を含めました将来の整備の方向性ということで答弁をいたしますが、おおむね特定目的住宅の３

割で、その住宅を目指しています。車いす対応型への整備の方向性ですけれども、来年度の建替え事業でオタモイ

３号棟を建設予定で、現在設計中ですが、健常者の方も身体障害者の方も住むことができるユニバーサルデザイン

を導入する形で、今、設計を進めていますので、車いす専用にするかユニバーサルデザインの形で対応が可能なの

か、今のところ調整しながら進めているところでございます。 

○秋元委員 

 私どものところにも特定目的住宅に入りたいとか、車いす対応住宅に入りたいという相談が非常に多いのですが、

やはりまだまだ対応しきれないというのが現状だというふうに思いますし、車いす対応住宅が平成18年の13戸から

３戸増えたということですけれども、ぜひこれからを考えていく上で、今ある市営住宅は非常に段差が高かったり

とか、やはりエレベーターのないものが多いというふうに思っていますので、この辺も考慮しながら、ぜひ障害者

の方が安心して暮らせるよう考えて取り組んでいただきたいというふうに思います。 

 それに住宅という部分に関連して、実は北海道の障害者保健福祉課から障害者自立支援基盤整備方針というのが

出ておりまして、要するに20年度中に工事を完了して、おおむね21年10月１日までに新体系による事業を開始する

ものを対象としておりますけれども、グループホームとかケアホームの改修に北海道として予算を用意していると

いう通知がありまして、12項目ほどこれに該当するような例がございますけれども、実際、小樽市で自宅を改修し

たいとか、例えばグループホーム、ケアホームから改築、改修をしたいというような相談などがもしありましたら、

この件数、また利用状況とか、12項目あるこの基本方針のどの部分に該当するのかという部分を押さえていました

らお答えください。 

 また、この冊子を見ますと、市独自の融資制度もあるというふうに書かれていまして、まず、この制度の説明と

利用状況をお聞かせください。 

○（福祉）石崎主幹 

 今、委員がおっしゃられた障害者自立支援基盤整備事業につきましては、障害者自立支援法の円滑な移行促進又

は激変緩和等に対する事業者の財政軽減というようなことで、施設整備にかかわる補助事業ですけれども、今おっ

しゃった部分では、ケアホームとグループホームの整備事業については、後志支庁が直接窓口になっておりまして、

事業者の方はそちらへ申請するわけですけれども、伺ったところ、平成19年度の協議はなかったし、今年度につい

ても、もう締め切りましたが、なかったというお話でございます。 

 それから、この事業を通しての住宅改修ではないのですけれども、小樽市においての融資制度と申しましょうか、

給付事業なのですけれども、地域生活支援事業の住宅改修費給付事業といったものがありまして、これは障害者の

方、又は障害のある子供の住宅内部の移動などを円滑にするための用具を置く小規模な住宅改修に対する給付事業

といったものがあります。内容的には家の中ですから、手すりをつけたり段差を改修したり、ドアを引き戸にかえ

たり、それから洋式便座にしたり、特殊便器にするというような軽微な小さい工事であります。これにつきまして

は、基準額がございまして、その１割負担をしていただく形になっております。これは平成19年度２件、20年度１
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件、いずれも住宅内部の一部改修といったところでございます。 

○秋元委員 

 非常に相談件数が少ないというふうに思いました。北海道の基盤整備方針も実際どのように周知されているのか

ちょっとわかりませんけれども、これは後志支庁に相談するような形になっているという御答弁でしたけれども、

小樽市としては一切周知の部分ではかかわっていないということでいいですか。 

○（福祉）石崎主幹 

 北海道のほうではホームページにも載せてございますけれども、事業者あてに直接通知を出しているという状況

でございまして、私どものほうでそういった御相談を受けたことはございませんでした。 

○秋元委員 

 先ほど言ったこの基盤整備方針の共通事項の整理の必要性という部分で、市町村の障害福祉計画に適切に位置づ

けられていることであって、要するに市町村と相談するようにというような部分があったのですけれども、わかり

ました。そういう意味では、市としてこういう政策もあるという部分もしっかりとらえながら、先ほどお話しした

ときにはなかなか知らないというか、こういうものがあるというようなことがわからなかったというお話もありま

したけれども、ぜひ前もって北海道にも、後志支庁にも連絡して、こういう通知を市のほうにももらえるような働

きかけも、ぜひしていただきたいというふうに思います。 

 手すりや段差、ドアの修理という部分で市の給付事業があるということで、平成19年度２件、20年度１件で３件

というお話でしたけれども、これはどうなのでしょうか。今後自宅に住んでいきたいという方がたくさんいるとい

う割には、非常に少ない相談件数なのかというふうに思いますけれども、この辺の周知もぜひこれからしっかりと

やっていただきたいというふうに思いますけれども、その辺はいかがでしょうか。 

○福祉部長 

 今お話のありました給付事業の利用件数でありますけれども、障害者の方のうち、大体３分の２以上が高齢者の

方です。御承知のように、介護保険でも手すりをつけるなどの住宅改修ができますので、これは推測ですが、高齢

の障害者の方は、可能性としては介護保険でやっているという方もいらっしゃると思いますので、件数が十分かど

うかというのはなかなか難しいのですけれども、そういう状況もあるということは感じております。 

 今回は特に急な事業だったものですから、周知という部分で不十分な面もあったと思いますけれども、今後、継

続事業については周知を図りたいというふうに考えております。 

○秋元委員 

 ぜひよろしくお願いいたします。 

 次に、またちょっと視点を変えて、ボランティア活動への支援という項目がございまして、実際さまざまなボラ

ンティア活動があるというふうに思いますけれども、私は障害者の支援に関してのボランティア活動ということで

お話しをさせていただきます。ボランティア活動への支援という項目の施策の基本的方向性という部分で、「ボラ

ンティア団体による自主的・主体的な活動が福祉の向上に必要不可欠であり、ボランティア活動を積極的にできる

よう条件整備に努めます」というふうにございまして、実際この条件というのはどのような条件のことを言ってい

るのかお答えください。 

○（福祉）石崎主幹 

 ボランティア団体による自主的・主体的な活動、これはそれぞれの会の趣旨目的といいましょうか、やりたいこ

とを掲げているものもあるかとは思うので、ひとくくりには言えないかとは思うのですけれども、いずれにいたし

ましても、このボランティアをサークルでも団体としてやっていく上では、資金的な問題であるとか、活動する上

での拠点的な場所であるとか、また情報なども必要になってくるのではないかというふうに思いますけれども、そ

ういった中で、不足しているような事柄に対して環境整備をするというような考えだというふうに思っております。 
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○秋元委員 

 わかりました。ちょっと進めまして、具体的な施策という部分では、関係団体との連携という項目がございます。

それで、ボランティア団体も多数ございますし、また個人でボランティア活動をされている方も多数いるかという

ふうに思いますけれども、こういう関係団体との連携をすることによって、まずこの目的がどのような目的で連携

をしていくのか、また、連携をすることによっての効果をどのようにとらえているのか、この連携をする目的と効

果についてお聞かせください。 

○（福祉）石崎主幹 

 具体的な施策というふうに掲げているわけなのですけれども、あれこれというふうな説明はちょっとできかねる

のですけれども、先ほど説明しました相談支援事業、こういった事業所を一つ知らせるのであっても、行政だけで

一つずつ知らせて歩くというようなことは不可能だというふうに思っております。そういった中では、さまざまな

力というか、マンパワー的なものをいただかなければ、行政一本ではさまざまな障害者に対する福祉サービスも生

きてはいかない。そしてまた、制度があれば、では十分かというと、決してそうでもなくて、そのはざまに陥るよ

うな小さなサービスをつないでいくという必要がありますので、そういった意味では、市と連携して社会福祉協議

会であるとか、ボランティア活動推進協議会、それからまた地域におられる町会役員の方ですとか、民生児童委員

の方ですとか、一般住民の方も含めてですけれども、そうした方々と連携することによって、本来果たすべき行政

の目的といいますか、障害福祉の充実向上に結びついていくというふうに考えております。 

 その効果ですけれども、具体的に成果指標といいましょうか、どれだけやって70パーセント、80パーセント到達

しているというような評価はできておりませんけれども、いずれにいたしましても、小さなことから大きなことま

でこういった連携を持っておくことによって、有事のときなどはスムーズに動いていくということが、ひとつ大き

な効果になるのではないかというふうに思っております。 

○秋元委員 

 わかりました。連携をして市がそのパイプ役となって各団体、各個人としっかり連携をとり合う中で、より一層

福祉に対して、いいものにしていきたいという考え方はわかりました。その中でボランティア活動の支援という部

分がございまして、側面的な支援に努めていきますということなのですけれども、このボランティアの自主的活動

に対しての側面的な支援というのは、どのようなことを言うのか、また、現在まで活動する中で、その効果をどの

ように認めているのか、効果があったという認識でいるのかをお答えください。 

○（福祉）石崎主幹 

 自主的活動の側面的な支援ということで、ボランティア団体等に対する支援ですけれども、先ほど条件整備のと

ころで少し答弁をいたしましたけれども、やはりスムーズな活動ができるように支えることだというふうに思って

おります。それは、資金援助ということで運営費の一部補助というか助成金を出したり、それからさまざまな情報

をスムーズに流すなど、そういうようなことはたくさんあるというふうに思っております。 

 その効果についてですけれども、いずれにしても受け取る側の問題でもありますので、十分というふうには思っ

ていないのかもしれませんけれども、今後ともできる限り、市としての支援はしていきたいというふうに考えてお

ります。 

○秋元委員 

 このボランティア活動の重要な部分に、ボランティアの育成に努めていきますというふうに言っております。そ

の件なのですけれども、ボランティアの育成に関しまして、さまざまな養成講座等を行っているというふうに思い

ます。まずたくさんある養成講座なのですけれども、この冊子の89ページには行っていくべき養成講座の回数とか

種類が記載されておりまして、この参加人数と受講後のその方々の活動内容などが、もしわかれば教えていただき

たいと思います。 
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○（福祉）石崎主幹 

 主な事業で答弁をいたしますけれども、障害者の社会参加促進事業ということで、ボランティアの養成講座を実

施しております。身体障害者福祉協会であるとか社会福祉協議会、それから、ろうあ協会などに委託をして実施し

ている部分でございますけれども、初めに手話奉仕員養成事業ですけれども、これは入門、それから基礎講座と２

講座ございまして、平成18年度は50回開催し、43名の受講がございました。それから、19年度につきましては、同

じく50回開催し、参加者が36名でございます。19年度の36名中31名につきましては、ある一定のラインに到達した

ということで、修了証を出してございます。この方々のうち、必ずではないのですけれども、小樽市が実施してお

ります手話通訳者派遣事業、こちらのほうの登録手話通訳者となってくるというような流れになっておりまして、

19年度末で、登録人数が25名というふうになっております。 

 それから、要約筆記奉仕員養成事業についてですけれども、18年度は６回開催し、６名の方が受講されておりま

す。19年度は８回開催して、10名の方が受講されております。19年度につきましては、10名のうち６名の方が修了

されております。なお、この方々のうち、同じく登録の要約筆記者奉仕員ということでなっていかれる部分でござ

いますけれども、19年度末、要約筆記奉仕員の登録となっておりますのは９名でございます。 

 それから、点訳奉仕員養成事業につきましては、18年度で20回開催し、７名の方が受講し、うち修了が６名です。 

 それから19年度については、録音図書奉仕員養成事業、これは年度で毎年交代でやるものですから、19年度だけ

なのですけれども、20回開催し12名の方が受講し、10名の方が修了しております。この方々はそれぞれ朗読友の会

などであるとか点字のほうの登録の方になって活躍されているというふうに伺っております。 

○秋元委員 

 これまでも小樽市として、また職員の方も、障害者の方の支援に向けていろいろと御苦労をされてきたというふ

うに感じます。 

◎子供用車いすの寄附について 

 その中で１点ちょっと残念なことがございまして、その件を一番お話しさせていただきたかったのですが、先日

いろいろな角度で障害者の方を支援されている方が、マスコミでも紹介されていましたけれども、小樽市に車いす

を寄附したいというお話をして、双方のやりとりなのでしょうけれども、そのときの対応に非常に憤慨をされてお

りまして、小樽市の福祉に対する考え方はどういうものなのだろうという御質問をいただきました。今ちょっと細

かく聞かせていただきまして、小樽市としてさまざまな努力をされてきたという部分は非常によくわかるのですが、

対応される方が市民の方にとっては即小樽市だというふうに思いますし、対応に関しましても十分注意をしていか

なければいけないというふうには思うのですけれども、実際車いすの寄附はされたのですか。また、そのときのや

りとりといいますか、言った言わないの話になるのでしょうけれども、どのような申入れだったのか、教えていた

だけますか。 

○（福祉）地域福祉課長 

 ちょっと経過を書いた紙を持ってきませんでしたけれども、私のところにたぶん10月か、11月にかけてだと思い

ますけれども、この方は高齢者の集まりの杜のつどいの会員でありまして、その杜のつどいの会長からこういう話

があるといった中で、その方の連絡先等をお聞きしておりました。当然、新聞に出たように、リングプルを集めら

れて、子供用の車いすを市に寄附をしたいということでお話を聞きまして、市として寄附を受けた場合に、どこで

使われるのが一番いい方法なのかということで、福祉部には施設もありますので、まず私もいろいろと検討をした

後で総務部、教育委員会、保健所、病院など、いろいろなセクションに話して一番いい利用方法はないかというこ

とで検討しました。そもそも子供用の車いすというのは、子供も成長するものですから、通常施設の利用者という

のは、福祉サービスの中で自分の体にフィットした車いすをお持ちで通われている方々が多いといったこともあり

まして、最終的にニーズがあるとすれば急にけがをされたとか、そういった方に対して貸す形になるのかというよ
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うなこともありました。いろいろなセクションに聞きまして、最終的に福祉部には高齢者や障害者の方への貸出し

用の車いすが20台ほどあるのですが、そのうちの一つとして、子供用の貸出し用の車いすとしての利用、もう一つ

は小樽病院の来院者用の車いすとしての利用、この二つがあるのではないかということで、寄附を申し出てくれた

方にそういった経過も話して、私としては誠意を持ってこういったことの話をさせていただいたつもりでございま

す。 

 そういった中で、寄附を申し出てくれた方からすれば、せっかく苦労をして集めたリングプルでの車いすですか

ら、何とか利用頻度の高い形での活用を希望されて、それではちょっと市に寄附をするということはやめたいとい

うのがお話の経過で、施設での利用という話もありましたので、民間の福祉施設になりますけれども、私から働き

かけましょうかという話もさせていただきましたけれども、いや私がやりますということで、市への寄附はなくな

ったということであります。 

 結果として、寄附をしようとされた方のお気持ちを害してしまったということに対しては、私も反省しておりま

すし、今後の市役所の接遇に生かしたいと考えております。 

○秋元委員 

 この方というのは、いろいろな施設に寄附をされていまして、そもそもなぜこの小樽市に寄附をするのかという

原点が、自分の子供が障害を持っていて、いろいろ小樽市にお世話になったので、小樽市に何かしたいということ

でいただいた話だというふうに御本人から伺っておりますけれども、言葉のやりとりで行き違いがあったのかもし

れませんけれども、こういうボランティアの育成に努めていくという小樽市の姿勢と、言葉の行き違いがあったに

しろ、一市民にそういう思いをさせて、その方が言うには要らないというふうに受け止めているのです。要するに

小樽市としては余っている。ましてや、電話で対応された方は、必要としている方は補助金も出ていますし、どう

なのですかねと。また、子供用の車いすは１台幾らするのですかという話をされたということで、非常に怒ってお

りました。私もその場にいたわけではないですけれども、本当にこれがこれからいろいろな意味で障害者のボラン

ティア活動、ボランティアに携わる人を育成していこうという姿勢なのかというふうに思いますし、非常にがっか

りしました。また、その方も今新しい寄附先を探しているかというふうに思います。先ほど聞きましたら、何回も

お会いしている方だということでしたけれども、どうして電話ではなくて会ってお話を聞かせてくださいというよ

うなことができなかったのかというふうに思うのですけれども、その辺はどうして電話だけで済ませてしまったの

ですか。 

○（福祉）地域福祉課長 

 毎日のように市役所に来られている方だということでお聞きして、私としてもお会いして話しましょうという形

で初めは話していましたけれども、こういう経過をいろいろと話した中で、私とその方が市役所に来る曜日と時間

がちょっとうまくとれなかったということもありますけれども、何度か話しているうちに今みたいな経過も話して、

それではいいですというお話になったものですから、どうして会わなかったのかと言われれば、そういうやりとり

の経過の中でそうなったとしか私としては言いようがありません。 

○秋元委員 

 その話の中で、だれがいいのですかという話をされたということです。だれがいいですかというのは、要するに

市長がいいですか、部長がいいですか、それとも私でもいいのですかというような話でしたと。要するに、その方

は善意で寄附をしたいということで、新聞に載ろうが載るまいが、だれが受取の窓口になろうが関係ないわけで、

非常にどういうつもりなのだというふうに言っておりますけれども、毎回こういう対応をされるのですか。例えば

寄附をされるという方に関しましては、だれがいいのですかと。市長がいいですか、副市長がいいですか、部長が

いいですかという、そういう対応なのでしょうか 
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○（福祉）地域福祉課長 

 以前、私は秘書課長もやっておりまして、そのだれがいいですかというのは、まず寄附を受けるとなったときに、

最大限誠意を示して、私は市長が受けるべきだということで考えており、これまでもなるべく市長が受けるという、

セレモニーと言ったらおかしいのですけれども、寄附を受けるということの行為に対してそういうセッティングを

しようと思ってきておりました。今回の件についても、そういう意味で、なるべく市長が受けたいという話の中で、

いなければ副市長、そうでなければ福祉部長という話の中で、当然最初は市に寄附をしたいということから始まっ

ていますので、１回のやりとりではないですから、そういった中でなるべく私としては、そういうこれまでの経過

も踏まえてやりとりをしたつもりでございます。 

○秋元委員 

 つもりでは非常に困るのです。本当にそういう方の気持ちを無駄にしているというか、害しているというか、ま

してや受ける側の市がそれはセッティングすることであって、その人にだれがいいですかと聞くこと自体が私はど

うなのかというふうに思います。本当にありがたいと思えば、市長に何とかそこに出席していただくという配慮は、

市側の姿勢なのではないですか。それをその方にだれがいいですかと聞くこと自体、私は失礼ではないかというふ

うに思うのですけれども、どうでしょうか。 

○（福祉）地域福祉課長 

 だれがいいですかと聞いたつもりは私はございません。先ほど言ったように、あらかじめ市長が受けたいという

ことでの話をしましたけれども、なかなかスケジュールの中で100パーセント市長が受けられるということではござ

いません。そういった中で、副市長なり福祉部長なりという形で、これまでも寄附を受ける形の中では、そういう

ふうに段階的な対応をさせていただいたと思っております。 

○秋元委員 

 言ったとか言わないとかという話になりますから、これ以上言いませんけれども、ただやはりそういう方の気持

ちを最大限に受け止められるような、福祉ですから、福祉ですからね。こちら側の思いでその人たちの心を台なし

にするようなことのないように、最大限受け止められるような広い気持ちでぜひ対応していただきたいというふう

に思いますので、よろしくお願いいたします。 

○福祉部長 

 今やりとりを聞いておりましたけれども、基本的に私どもは寄附を受けることもいろいろな場面でございまして、

先ほど地域福祉課長が答弁をしましたように、そのときにいろいろな一連の流れを考えまして、受けるのはだれが

いいかとかということも考えながら対応させていただいております。 

 基本的に私が聞いている範囲では、対応は間違っていないとも思うのですが、聞く方によってはその受け取り方

が違う場合もありますし、いろいろな誤解もお話合いの中では、特に電話ですので、電話になった経緯も聞きまし

たけれども、そういったこともございますので、お互いに誤解もあるのではないかというような気がいたします。

もう後戻りはできませんけれども、こういったケースは年に何回かございますので、いい意味で教訓にしまして、

そういった御厚志に対して誤解を受けることのないようなことを考えながら対応させていただきたいというふうに

思っております。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○高橋委員 

◎財政健全化計画の中の歳入増加対策について 

 私のほうは、財政部にお聞きしたいと思います。 

 財政健全化計画の中の歳入増加対策（１）から（３）があったわけですが、予算に対しての今の状況を教えてい

ただきたいと思います。 
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○（財政）中田主幹 

 一つ目の入湯税課税免除規定の見直しについては、今まだ検討中ですので、予算には反映されてございません。 

 二つ目の使用料・手数料の改定につきましては、平成21年度に約3,000万円ということで、計画上は見てございま

したけれども、今定例会に使用料・手数料の改定の関係を出させていただいておりますけれども、一般会計で言う

と2,200万円、そして産業廃棄物の企業会計で約800万円ということで、合わせて3,000万円なのですけれども、一般

会計だけで見ますと3,000万円の予定に対して2,200万円という状況になってございます。 

 それと、三つ目のその他歳入の確保で広告料収入につきましては、最近ですと800万円前後の収入を予算計上して

ございまして、大体そのぐらいの収入を確保してございます。 

 それと、駐車場使用料の有料化につきましても、昨年の第２回定例会のときから予算計上をさせていただいてお

りまして、大体見込みどおりの収入になってございます。 

 それと、遊休等資産の売却につきましては、20年度予算で不動産売払収入で約6,000万円を見てございまして、20

年度は大体予定したものを売ってございますので、このぐらいの確保はできるかというふうには考えております。 

○高橋委員 

 旧商工会館の跡地についてはどうでしたか。 

○（財政）契約管財課長 

 旧商工会館の跡地でございますけれども、本年10月に入札を実施いたしましたが、新聞報道等で御存じかと思い

ますけれども、不調に終わっております。ただ、その後、市内それから札幌の会社など、現在のところ５社ぐらい

から、今度いつ入札があるのかといったような内容の問い合わせも来ていますし、実際にその現地に行かれた企業

もございますので、私どもとしては年度内にもう一度この入札を実施したいというふうに考えております。 

○高橋委員 

 先ほども議論がありましたけれども、入りの部分で不足分が約２億3,000万円でしたでしょうか、なかなか埋まる

要素のない厳しい状況だというのは前にも伺いました。年度末までの入りのプラス要素とマイナス要素をどういう

ふうに財政部では考えているのか、教えていただきたいと思います。 

○財政部長 

 先ほど財政課長のほうからも説明をさせていただきましたけれども、入りのほうは、一つは減収補てん債なり、

その対象額が出てくるかどうかはちょっとわかりませんけれども、あるいは北海道の振興基金といいまして、貸付

金ですけれども、いわゆるこういう借金といいますか、そういうものでさらに借り入れる余地がないのかというこ

とは、現実問題として考えていかなければならないというふうに考えております。 

 それから、出のほうにつきましては、交付税が減額になった折に、もう既に説明をいたしましたとおり、庁内に

も何とか予算の節約に向けて協力してほしいという通知を出しまして、本格的な降雪期はこれからですので、除雪

費の問題は別にいたしましても、既定経費の節約という形で何とかねん出するという積み重ねしかないのかという

気がしております。 

○高橋委員 

 わかりました。この辺の議論は、また具体的にさせていただきたいと思います。 

 それで歳入増加対策（１）の入湯税課税免除規定の見直しということで、ここ数年なかなか進展しないという状

況にあるかと思います。基本的なことをちょっと確認したいのですが、課税免除規定というのは具体的にはどうい

う内容なのか、市税条例にあったかと思いますけれども、内容について教えてください。 

○（財政）市民税課長 

 入湯税の課税免除規定ですが、委員が御指摘のとおり、小樽市税条例の第123条に規定されております。５項目決

めておりまして、一つ目は年齢満15歳未満の者、それから二つ目が共同浴場又は一般公衆浴場に入湯する者、三つ
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目としまして小樽簡易保険加入者ホームの冬期入所者で鉱泉浴場に入湯する者、四つ目が小学校及び中学校におけ

る修学旅行中の引率者及び随伴者、五つ目が利用料金が1,000円以下の施設の鉱泉浴場に入湯する者、それらの者に

対して入湯税を課さないということにしております。 

○高橋委員 

 この対策で見直すというのは、この５項目の何を見直すということで考えているのでしょうか。 

○（財政）市民税課長 

 一つには、５番目に言いました利用料金が1,000円以下の施設の鉱泉浴場に入湯する者ということで、現状では日

帰りの利用客がこの部分に該当するのかというふうに考えております。それからもう一点は、現在、年齢15歳未満

の者という規定もございまして、こちらを12歳未満の者ということでの考え方も示しております。 

○高橋委員 

 各都市でも小樽と似たようなこういう課税免除規定があるかと思うのですけれども、この見直しについて今言っ

た項目が他都市ではどのような状況なのか、押さえていましたら教えてください。 

○（財政）市民税課長 

 ちょっと今資料を持ってきていませんけれども、道内で1,000円以下といいますか、利用料金によって免除規定を

持っているところというのは、帯広市、北見市、紋別市、小樽市の４市というように聞いております。また、道外

で大きな温泉施設がある地域としては、静岡県の伊東市というふうに聞いてございます。 

○高橋委員 

 道内の小樽市以外の３市ではどういう状況なのでしょうか。押さえていましたら教えてください。 

○（財政）市民税課長 

 大変申しわけありません。現在、資料をちょっと手元に持っておりませんので、後ほど報告したいと思います。 

○高橋委員 

 規定の見直しについて、他の３市ではどういう状況なのかというのを聞きたかったのです。見直そうとしている

のか、見直そうとしていないのか、その辺を教えてください。 

○（財政）税務長 

私が入湯税の課税免除規定の見直しを説明したときの課長でありまして、その当時に調べたところなのですけれ

ども、帯広市、北見市、紋別市につきましては、基本的に入湯客がそもそも少ない箇所であって、逆に言うと、い

っぱい入っていただきたいということがあって、そういう規定を設けている部分がありますので、その当時では改

正するようなことは聞いておりませんでした。 

○高橋委員 

 それで、ここ数年、協議をされてきていると思うのですが、なかなかその協議がうまくいかないのは、それはど

ういうような内容なのか、再度教えていただきたいと思います。 

○（財政）税務長 

 何度も答弁をしておりますけれども、やはり当初に提案をさせていただいた内容につきましては御理解をしてい

ただいているところがあります。それと、入湯税は目的税でございますので、その使途についてもある一定程度理

解はしていただいているところでございますけれども、主に日帰り客を専門に扱っている業者にしましては、入湯

税を課税するということは、即利用料金にプラスされる、転嫁されるというようなことで受け止められてしまいま

して、その部分でいきますと、オープンした当時よりも年々利用客が減ってきている中で、さらに利用客の減につ

ながるということでありまして、そういう部分ではちょっと難しいということがありました。また、それを利用者

といいますか、事業者で負担するということを考えますと、またその当時は、ちょうど５年前ですが、石油製品が

一気に上がってきた時期でもありまして、そういう部分からいっても利益が少なくなくなってきて、ねん出しがた
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いということがありまして、なかなかそういう意味では理解をしていただけなかったということがありまして、今

年も特別徴収義務者のほうにも実地調査に行っておりますけれども、また日帰り客の事業者とも何度か話をさせて

いただいているのですけれども、さらに厳しい状況になって、このままではなかなか転嫁できないというようなお

話をされておりますので、何度も申しわけないのですが、今後も市とのことも含めまして、粘り強く話合いを続け

てまいりたいとは思っています。 

○高橋委員 

 ちょっとしつこいですけれども、では今年事業者の方と何回会って、どういう話をされたのかというのを具体的

に教えてもらえますか。 

○（財政）税務長 

 特定業者になってしまいますから、ちょっと難しいのですけれども、状況としては変わっておりませんので、昨

年、私が税務長になりましてから２回ほど話をさせてもらっていますし、今年もいろいろな関係で事業者が庁舎に

来て庁内で顔を合わせるときに、二、三度話をさせていただきまして、これは答弁をしたとおり、まだ継続中とい

うこともありますので、今後ともよろしくお願いしますというようなことでは話をさせていただいております。 

○高橋委員 

 もう少し本当は具体的に聞きたいのですけれども、話合いの中で、例えば設定する金額を段階的に上げていくだ

とか、何年間という期間を設けて協議をしていくだとか、そういう具体的な話、中身には入っているのでしょうか。 

○（財政）税務長 

 段階的なことについですが、入湯税は現行の条例上、日帰りの入湯客一人につき100円となっておりますので、当

初は100円で提案をさせていただきました。けれども、やはり一気に100円というのは負担増になるということで、

段階的にできないかということがありました。10円とか、20円とか、30円とか、そういう部分のお話がありました。

ただ、そういうものを段階的にやっていきますと、例えば今年と来年は20円、再来年は50円とかと段階的にやると

いうことになったとしても、それもまた利用客としては受け入れがたい部分があるので、何とか折半といいますか、

中間をとって50円程度はどうかということもありまして、最終的には今のところ50円ということで話をさせていた

だいているところであります。 

○高橋委員 

 いずれにしても、歳入増加対策（１）は、あくまでも消えないで粘り強くやっていくというとらえ方でよろしい

ですか。 

○（財政）税務長 

 やはり皆様方の合意を得られなければ、私どもとしても議会のほうに提案をすることができませんので、そうい

うような状況でなっておりますので、御理解をいただきたいと思います。 

○高橋委員 

 わかりました。よろしくお願いします。 

◎朝里川温泉について 

 次に、朝里川温泉についてです。昭和62年以降、４回にわたってというか、４本、温泉の井戸を掘っているわけ

ですけれども、その年度と事業費をそれぞれ教えてください。 

○（産業港湾）観光振興室藤井主幹 

 朝里川温泉の給湯施設の主な整備計画ということでございますが、昭和62年にまず１号井を掘削しまして、約

5,000万円を支出しております。その後、平成６年に２号井ということで、これはかんぽの宿に近いところなのです

が、約9,600万円を支出してございます。その後、１号井、２号井だけではちょっと足りないということで、13年に

３号井ということで、経費は約6,400万円かかりました。しかし、思うように湯量の確保ができないということで、
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こちらのほうは断念せざるを得ないということでした。その後、14年度から15年度の２か年度にかけて、土木現業

所の真向かいあたりになるのですが、新１号井を掘削して約6,500万円を支出しております。以上、現在使っている

井戸は、かんぽの宿側にある２号井と、土木現業所の向かいにある新１号井の２か所になります。 

○高橋委員 

 温泉の使用料ですけれども、調べましたら、10年間しかさかのぼっていないのですが、ずっと単価250円というこ

とになっております。これについては今回の使用料改定のテーブルにはのらなかったように聞いていますけれども、

この金額はいつからで、なぜ250円に決めたのか、教えてください。 

○（産業港湾）観光振興室藤井主幹 

 １立方メートル当たり250円という単価は平成７年８月１日からで、それ以前は200円でございました。それで、

改定の理由でございますけれども、先ほども答弁しましたが、平成６年に掘削した２号井で約9,600万円かかってご

ざいますので、そういう部分を賄うといいますか、そういうような意味合いで、これまでの施設の減価償却や維持

管理の部分とかを足しまして、それと予定の推定使用量で割ったという形の中で、１立方メートル当たり250円とい

う単価が出たということになってございます。 

○高橋委員 

 あと教えてほしいのは、資金基金積立金というのがあります。これが大きい要素かというふうに思いますので、

この目的と内容と現在の残高を教えてください。 

○（産業港湾）観光振興室藤井主幹 

 朝里川温泉整備資金基金という名称でございまして、こちらのほうは、先ほども触れていました入湯税を原資に

してございまして、以前はその70パーセントを積み立てておりましたが、平成19年度からは入湯税の50パーセント

を積み立てており、例えば大きい井戸の掘削だとか、給湯管の延長だとか、いろいろな工事がありますので、そち

らの財源として使っているという仕組みになってございます。また、19年度末の残高は、5,600万円になってござい

ます。 

○高橋委員 

 それでちょっと心配なのは、１立方メートル当たり250円という単価で大丈夫なのかということと、それから今後、

温泉の井戸が枯渇しないのかということです。この辺についてはどのように考えておりますか。 

○（産業港湾）観光振興室藤井主幹 

 まず、温泉の使用料は、平成10年から見ましても乱高下というのですか、大きく増えたり減ったりということは

なくて、直近でいきますと、19年度も1,000万円、18年度も1,000万円台ということで、大体このようになっており

ます。使用量的にもそういう形になってございますし、しかも20年度は若干それよりは使う量がやや下降気味とい

うことになってございますので、今の温泉の供給量の中では十分なのかとは思ってございます。ただ、さらに景気

が悪くなってきて、ホテルの建設とかというのは今のところ見通し的には難しいのですが、今後５年、10年の中で

は、そういうホテルとか、温泉を大量に使う施設が出てくれば、新しく温泉を掘らざるを得ないという状況になっ

てしまう可能性がないわけではないとは思ってございますけれども、今のところそういう状況はなかなか考えづら

い状況でございますので、このような中で、推移を見ながらということで考えてございます。 

○高橋委員 

 お願いが１点あります。朝里川温泉の今までの経緯の資料をぜひいただきたいと思います。それと、できれば温

泉の井戸に関する掘削した費用等の内訳も教えていただきたいと思います。急ぎませんので、年内でもいいですし、

年が明けても結構です。ぜひいただければと思いますが、よろしいでしょうか。 

○（産業港湾）観光振興室藤井主幹 

 直近というのですか、最近の資料であればある程度あると思うのですが、昭和62年度ぐらいになると、どの程度
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の内訳が出てくるかというのはちょっと探してみなければわからないとは思うのですが、できるだけ委員の趣旨に

沿うような形で提示させていただきたいと思ってございます。 

○委員長 

 公明党の質疑を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

 

休憩 午後２時45分 

再開 午後３時00分 

 

○委員長 

 休憩前に引き続き、会議を再開し、質疑を続行いたします。 

 民主党・市民連合。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○山口委員 

 せっかく今日財政の質問をやっていただいて、濱本委員のほうから細かく質問されて、大変危機的な状況だとい

うことが笑い事でなしに、もう絶体絶命のがけっ縁のピンチ、早期健全化団体ですから、まだ財政再生団体という

ところまではいきませんけれども、そうなるとやはり相当厳しい状況になると思いますので、ぜひとも税の収納対

策を強化するということは必要でしょうけれども、そういう努力はこれまでも財産の差押えも含めて一生懸命やっ

ておられることは、議会でも承知しております。 

◎国に対し物言う気構えについて 

 それで、とにかく自治体の努力には限界があるということは先日の一般質問でも申し上げて、いわゆる交付税を

もうこれ以上削られたら、来年度の予算が立たないような状況になっていると私は思っていまして、少なくとも国

のほうに地方から全国市長会を通して要望されているとは思いますけれども、これだけ基本的には国の形が地方の

経済構造も含めて変わったわけですから、税の体系とか権限も含めてですけれども、分権論議というのはやられて

いますけれども、なかなか具体的になっていないところがありまして、やはり地方から具体的にどこをどう直すべ

きなのか、税の体系も含めてです。例えば、消費税が一番大きな問題だと思いますけれども、国と地方がとる比率

も含めて細かい、補助金の問題も申し上げましたけれども、やはり改革について地方から具体的に上げていかない

と、国のほうもいつまでも変わらないでしょう。そういう意味で、具体的に作業チームをつくって、国のほうに物

を言っていかないとやれないと思います。まず、一番先にその点について、気構えでもいいですけれども、せっか

く今日は総務部長も出席していらっしゃいますから、この辺でお話をいただいてから質問に入ります。 

○総務部長 

 財政問題については、いろいろな角度でいろいろなことをやっています。ただ、それ以外の分野といいますか、

今だと、例えば税の関係や、医療保険部ではいろいろな制度改正とかがあったり、それ以外ではいろいろな補助金

や、あるいは経済絡みも含めて、いろいろな部分で実はやっていることに対する疑問というか、あるいはもっと言

うと、我々としてはこうしてほしいとかという声はやはり常に打合せの中で出てきています。前に比べると、圧倒

的にそういうことが増えてきています。それは、我々も当然いろいろな場面で声を発していますし、小樽市長は、

一番声を出している市長だと私は思っていますけれども、首長の立場で市長が特に市長会を通じて、国のいろいろ

な場面でも声を上げたりしておりますので、そういうチームがすぐできるのかどうかは別として、打合せ等もやっ

ていますので、御趣旨は十分わかりました。 

○山口委員 

 よろしくお願いします。 
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◎税の収納対策について 

 税の収納対策ですけれども、この間私は、税の滞納について多重債務の問題と絡めてずっと申し上げてきたわけ

です。本年第２回定例会の代表質問でもやらせていただきましたけれども、その後も私は新聞を注視しているので

すけれども、道内の長沼町とか札幌市でも、税の滞納者で、しかもいわゆる多重債務者である本人にかわって行政

のほうが貸金業者に対して過払い金の返還を求めて訴訟をおこすという例が２例あったものですから、再度そのこ

とについてお話を申し上げたいと思っているのです。 

 例を挙げて申しますと、本年第２回定例会の代表質問でやらせていただいた例の方は、裁判になりまして、４社

から債務があり、総計で約200万円を切るような金額だったのです。結局、大手３社分の過払い金が解決しまして、

最終的に債務はゼロになり、過払い金が260万円も返ってきております。残りの１社はまだ係争中です。これはあま

り取れないでしょうと言われておりますけれども、大した金額の借入れでなくてもそれだけになっているのです。

それで、今消費者センターが窓口になっているのですけれども、弁護士のところまでお連れして書類も整理をして

持っていくということをやらないと効果は上がらないということを申し上げておりますが、私が存じている限り、

小樽市はそういう体制にはなっていないのです。それの担当部署がどこになっているかが一番問題なのだと思いま

す。生活安全課のほうで私が例を挙げて申し上げた体制から変わっているのであれば、対策をとられているのなら

おっしゃっていただきたいと思うのです。少なくとも、生活安全課に行けば、消費者センターのほうに窓口があり

ますから行ってくださいと言うのです。消費者センターに行くと、いろいろな書類やパンフレットが置いてありま

して、最終的に弁護士のほうに行ってくださいと言うだけなのです。これは今まで何度も例を挙げて私は申し上げ

ましたけれども、奄美市職員の禧久係長という方が一生懸命で、この方はその場で電話をして即弁護士につなぐの

です。そこまでやらないと、解決はできないのです。それをやれば、次から次へと客を連れてくるというのです。

弁護士も商売ですから、今インターネットやテレビで宣伝までやっています。なぜやるかといったら、それだけ商

売になるからです。それで、あとは要するに消費者金融業者も今は銀行が背後についていますから、きちんと支払

うのです。手続きは簡単なのです。要するに取引明細が古ければ古いほどいいのです。開示請求をかけたら、どこ

まで取引があるのか一発で出しますから。前に申し上げましたけれども、今、利息制限法を超えて貸し付けた金利

は戻るのです。これは判決が出ています。それで今まで貸しているのです。新規の人は別です。今でも29.2パーセ

ントの金利で支払っているのです。その人は過払い金を今でもずっと支払っているわけですが、それは取り戻せる

のです。100万円とは言いません、50万円でもいいのですが、大体５年の取引があれば債務がゼロになると、弁護士

ははっきりと言います。インターネットで調べても必ずそう書いてあります。それだけでも違うのではないですか。

ほとんどの方は税を滞納しています。生活保護を受給している方もいらっしゃいますけれども、そういう方々がこ

れだけ不景気のときに過払い金が戻れば物も買うでしょう。滞納しているのは税金だけではないのです。例えば、

保育料とか病院の診察費や入院費もあるのです。給食費もあるかもしれません。すべて滞納して基本的に取立てが

一番厳しいところにお金を支払っているわけです。だから、税も含めてこれだけ滞納があるわけです、先ほどで言

えば多くて３割でしたか。毎年２割ぐらいですか、滞納分を支払っていただいているのは。その効率を上げること

のほうが財政にとっては非常に大きいことになるのではないですか。これはだれも損をしませんから。こんなこと

を言ったら怒られるけれども、税金を払っていない銀行だけが損をするのです。私は一般質問でも言いましたけれ

ども、銀行、要するに上場企業の半分は、税金を支払っていないのです。皆さんはきちんと源泉徴収をされている

けれども、そういうふうになってしまっているわけです。だから、要するに、ある意味では取れるところから取る

というのが一番いいわけですから、だれにも迷惑がかからない取り方というのはこういうことなのですから、体制

を組んでいただけると思うのです。 

 それで質問に行きますけれども、私が提起をさせていただいて、その後どういう対応をされたのか、どこがお話

をされるか知りませんが、まず改善されたとか新たなことをやったとかということがあれば、ここで御報告をいた
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だきたいと思います。 

○（財政）納税課長 

 納税の関係につきましては、本年第２回定例会でお話が出まして、それまでも納税交渉の中で多重債務というお

話はやはり出てきましたけれども、確かにそういう関係では昔からはあったのでしょうけれども、積極的な取組と

いうのはしていなかったので、第２回定例会を契機に、やはり自殺者まで出ているという委員のお話もありました

ので、まずは安定を図らなければいけないのではないのかということで、もう少し納税課としても積極的に取り組

まないとだめだと感じまして、納税課で課内研修というのをやりました。10月22日に消費者センターで主に多重債

務を扱っているという相談員の方を講師に招きまして、その折りに１時間程度でしたけれども、多重債務について

研修をしまして、その中で相談員の方も、自分も昔はやっていなかったけれども、今やるようになって、多重債務

というのは絶対解決しますという力強いお言葉をいただきまして、そしてどうしたらいいのだろうという中では、

とにかく私のところに相談に来るように言ってください、絶対何とかしますということで、それでこれについては

納税課の職員も聞いていますので、そういう中では納税課でもそういう話があるときには、名前を言ってもいいと

いうことでしたので、まず消費者センターの、その相談員のほうにも行ってくださいと。その中で行くときには、

いつから借りたという書類が２種類くらいありますので、もし来られた場合はそれを渡して記入してから行くと話

も早いし、例えばそれがまとまれば、弁護士への相談も30分の無料で済みますので、そういうことはやるようには

しています。そういうこともやっている中で、やはり今年の２月に納税課でも、そういう相談というか滞納交渉の

中で、そのときはサービスセンターに行ってとにかくお話をしなさい。それでなければ差押えになるのですという

中で、その本人が行きまして、その後、弁護士のところまで行って、10月に過払い金を請求して、完納になったと

いう事例はあります。ですから、私たちも、まず市民生活の安定を図る上ではわかったときに、そのように解決す

るという具体例がありますので、今までとは違ってもっと積極的に行ったほうが絶対いいということは、自信を持

って言えるようにはなってきているのかとは思っています。 

○山口委員 

 今、課長が御答弁をされたように、本当に私も実際に体験をしましたが、弁護士への相談で無料になるのは30分

ですけれども、何社に債務があって、何年ぐらい取引があるかといういわゆる取引明細さえあれば、簡単ですね。

それから、基本的には最初に幾ら借りたのかといったら、すごい少額なのです。それがどんどん積み上がっていっ

て、最終的に一定の金額になっているわけです。本当に我々がインターネットでちょっと調べてみただけでも、手

続が簡単だとすぐわかります。それで弁護士のところに行くと、すぐ受任できるかどうかの判断をして、電話でそ

の取引をしている消費者金融のほうに電話をかけまして、「これは私が受任しましたから」ということで、もうす

ぐ代理人になっていただけます。それから今度は開示請求です。今までどういうふうな取引があったのか全部開示

請求をかけますから、それで裁判にするかどうか、いわゆるおとなしく開示請求を受けて、取引の解除をして、そ

れから利息を全部計算し直して、基本的には過払い金はこれだけだから、支払ってくださいと。すぐ支払えば、裁

判をしないでそれで解決するのですけれども、大体は裁判になるようです。でも、裁判になっても消費者金融のほ

うは基本的にもう勝ち目はありません。要するに開示請求を渋っているだけですから。私の依頼者の例で言えば、

30年の取引があったのですけれども、30年間の開示請求はしていただけなかったようです。基本的に10年ぐらい昔

のものをたまたま持っていらっしゃったものですから、それで大体計算をして、先ほど申し上げたような金額を過

払い金として取り戻した。ですから、弁護士のところというのは、普通の人には敷居が高いのです。30分で済むわ

けがないという話もあるし、結局、お金がないわけですから、弁護士料を支払うお金まではありませんということ

です。だから、そこのところをやはり丁寧に説明をして、弁護士とつないで、安心していただくということが一番

大事なことだと思うのです。これは今納税課のほうでたまたまそういうふうな話になって、一つの解決をされたの

ですけれども、全庁を挙げて税金を支払っていただくようにお願いをするときにも、あと未収金を支払っていただ
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くようにお願いをするときにもいろいろな部署があるわけですから、そのときにお聞きすればいいと思います。こ

れは任意ですけれども、そのときに今お話したような事例があれば、必ず弁護士につなげるような体制を全庁的に

どのようにつくるかということが大事だと思います。これは生活安全課と今の納税課だけの話ではないのです。全

庁を挙げてその対策チームをつくってやるかどうかだけなのです。私は愛知県一宮市の事例もお話しました。私た

ちも会派視察で一宮市に行く予定です。一宮市は新たに窓口をつくったのです。そこが専門に相談を受けて、すぐ

弁護士につなぐ体制になっているそうです。 

 だから、もうそういう時期ではないですか、今の財政状況から見れば。もう市民にも負担をかけられない。職員

の給与もある意味ではもう２割カットになっているわけですから、皆さんローンも抱えていらっしゃるわけだし、

子供もまだ大学に通っていらっしゃる方が多いわけでしょう。もうこれ以上の負担はかけられないのではないです

か。使用料及び手数料にしても、今回提案もされていますけれども、もうどこから取るのですか。入湯税の話もあ

りましたけれども、この不景気では難しいです。灯油も少しは安くなりましたけれども、50円といっても、結局業

者がかぶることになります。だから、そういうできる対策をなぜ全庁を挙げてやらないのか、各原部原課だけに任

しておくのかということが私は問題だというふうに思っているのです。今日は市長も副市長もいらっしゃいません

ので、やはり総務部長になってしまいますけれども、政策的にやるということを決断されて、１回庁内でチームを

つくって検討されるべきだと思います。これは、だれも損をしないと私は何度も言っているのです。大して手間は

かかりません。１人いればいいのです、やれますよ。それから、私は小樽の弁護士と話をしますけれども、小樽の

弁護士は、どういうわけかこのことについてはあまり熱心ではないのです。札幌弁護士会は本当に一生懸命やって

います。彼らも商売なのです。弁護士にも食べていけない弁護士がいっぱいいるのです。私は倶知安町の話をしま

した。１人の弁護士によって、３年で６億円の過払い金を取り戻したのです。私は小樽は潜在的にいったら40億円、

50億円あると思います。この中で１割でもいいではないですか。４億円の増収になるのです。このような荒い計算

ではだめかも知れませんけれども、そこは悠長にしていることではないと思いますが、どうですか、総務部長。 

○総務部長 

 本年第２回定例会の代表質問以来、予算特別委員会でも何回かこのお話があったのは承知しておりまして、多重

債務で悩む市民というのは、潜在的にかなりいらっしゃると思うので、その方々の悩みの解消あるいは一時的な弁

護士への橋渡しというのですか、そういうことからすると、消費者センターという一つの相談窓口をいかに充実さ

せてやっていくかというのは一義的にやはりやらなければならないというのが一つです。 

 今お話のあったのは、たまたま今納税課でいい例といいますか話がありまして、ですから、ある意味では税だと

か市全体の中でお金を集めるというか、そういう作業に絡む仕事をしている職員が市民と接して、今言ったような

事例が出たときに、実は相談を受けられるような知識を持ってどこかにつなぐということなのだろうと思います。

ですから、専任の職員１人がいつも座っているということではなくて、まずはそういう周知だとか職員の間での知

識を持ちながらつなぐ仕組みみたいなのを考えるべきなのかというのはありますので、少し勉強をさせていただい

て、形をつくるようなことも考えていきますので、少し時間をかしていただければと思います。 

○山口委員 

 何度も言いますけれども、こういう重要な問題というのを、消費者センターに任しておくわけには私はいかない

と思います。消費者センターというのは、基本的には制度としてありますけれども、要するに予算というのは物す

ごく少額です。現に吉田さんという方は10年以上のベテランですが、ベテランの方は１人しかいらっしゃらないの

です。いわゆるセンター長と２人です。ほとんどもうつらいからやめていかれるので、新人の方とか２年ぐらいの

方ばかりなのです。こういう方々はもう多岐にわたる相談を勉強をしながらやっていかなければいけないものです

から、もう大変だとおっしゃるわけです。週に２日勤務で報酬も１日5,000円です。しかし、２日だけやっていれば

いいということではなく、書類整理もあるのです。結局抱え込んでしまうわけです、話を聞けば。だから、私は振
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り込め詐欺のようなものは消費者センターにお任せをして、多重債務については、市がいわゆる滞納を整理すると

いう意味で重要な政策の一つですから、市がきちんとやられたらいいという意味で申し上げたのです。これの御答

弁は要りません。ぜひ体制を組まれるようによろしくお願いしたいと思います。 

◎国道393号望洋道路について 

次に移りますけれども、要するに短期的にはそういうことです。私は長期の方針については、ずっと戦略的にい

ろいろ申し上げているわけです。来年は大変です。特に観光が落ち込みます。もう旅行になんか行っている場合で

はないという状況になっていますから。まして北海道になんかと。東京の人は近辺で済ましてしまいますから。だ

から、アジアの人もそうです。ウォンの話をしました。今は半分の価値です。アジアも勢いがあったのですが、来

年になったらどんと落ちます。今年からそういう傾向が出ているというように心配しています。こういうときこそ、

今やるべきことは次の戦略なのです。今は投資がとまっているのです。観光というのは次から次へと新しいものを

生み出していかなかったら、魅力というのはずっと持続していかないのです。 

 それからもう一つは、小樽のイメージというのが今せっかくできたわけですから、横道にそれないで常にそれを

磨いていくということが一番大事なのです。それで、民間も含め、次に投資されるところはどこなのかを見定めて、

そこに重点を絞ってやっていくということです。それは体系的にずっと今市のほうでも整理をされているところが

あります。中心市街地活性化基本計画でも、旧手宮線だと言っています。市長部局のほうでも文学館、美術館と旧

手宮線との一体化を何とかしたいとおっしゃっています。沿線が基本的には民間の投資が入ってくるのではないか

と。 

 もう一つは臨港線だと私は申し上げているわけです。臨港線は６車線で、あれだけ人が通っているところに６車

線も通っているということは、観光にとって絶対マイナスだから、あの倉庫群というのはいっとき投資が入りまし

たけれども、倒産をしたり撤退をしたわけです。北運河もそうです。あそこが幹線道路でなければいいのです。だ

から、望洋道路と私は言っているわけです。赤井川道路が今年の９月に開通したのです。倶知安町までの短縮にな

るわけです。産業幹線にもなります。これはバイパス機能を持っているのではないですか。国道の交通量は当然こ

れから減っていきます。きちんと調査をしてくださいと今私は申し上げているのです。市のほうも、さきおととし

ぐらいでしたか、望洋道路の改良については要望を上げるようになりました。赤井川村や仁木町などは国に対して

もう要望を上げていました。小樽市も今要望はしておりますけれども、望洋線の改良は当然必要だと思います。こ

の冬は大変だと思います。明治から倶知安町に抜ける、どこを通るかといったら、望洋台のあの曲がりくねったと

んでもない坂道を行かなければならないわけですから。あのままにしておいていいのかということです。当然どう

いう形にしろ、もう具体的にはどこかをトンネルにするとかという改良が必要です。そういうことを地域で一定の

設計をして、国に上げる必要があるのではないですか。これは道道ですよ。いずれ国道とつながれば国道と国道で

すから国道になります。けれども、これは小樽市にあるわけですから、市のほうから要望を上げるわけです。市の

ほうからどういうふうにしたらいいのかという腹案ぐらい持っているべきではないですか。この辺の経過について、

ちょっと説明をお願いしたいと思います。 

○（総務）新幹線・高速道路推進室主幹 

 国道393号の望洋道路につきましては、委員もおっしゃいますとおり、これまで天神十字街から毛無山に向かった

部分のところが非常に坂道や急カーブも多いということで、新たなルートにつきまして、検討してくださいという

ことで要望を上げております。ただ、今のところ小樽開発建設部の道路課のほうの考え方といたしましては、北海

道横断自動車道ですとか新幹線の整備状況、その他いろいろな状況を考えながら、あと交通量とか交通需要、交通

事故などの状況もすべて勘案して必要性について検討していきたいというような回答を得ているところでございま

す。 
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○山口委員 

 私はなぜこういうことを申し上げるかというと、先ほどの続きで言いますと、臨港線が今６車線で、交通量で言

うと、一番多いところで３万5,000台、いわゆる浅草橋街園のところで３万台だという調査になっています。これが

１万8,000台ぐらいに減れば、４車線道路で済むということです。そういう事例が北海道にあるということを聞いて

いますので、そうすると１車線分の両側に緑地帯などを設ければパーキングエリアもつくれますし、そうすると、

ある意味では先ほどどこに投資が入るかというターゲットが、臨港線の沿線に向かうということになるのです。臨

港線が基本的にはある意味ではそういう投資が入れば、出抜小路にも入るし、それから基本的にはメーンのいわゆ

る旧銀行街、色内通のほうまで投資が入っていくということになっていくわけです。そうすると、まち全体がある

意味では堺町といわゆるサブの部分です、ここから言えば。小樽のまちでいったらメーンの部分ではないのです。

そこが今中心になっているわけですけれども、今度はまちの中心部がメーンになる観光の拠点になるということな

のです。そういう戦略的なことを含んでいますから、私はこのことにこだわるわけです。 

 さらにもう一つ申し上げますと、仁木町から赤井川村に入るところにある冷水峠は道路改良をやったばかりなの

です。それで今、さらにトンネルをどこにつなぐのですか。結局、余市町の人が倶知安町に行くのにはこちらを回

っていけということでしょう。あれは何の意味もないのです。でも、あれは北海道でやっているのです。小樽は何

をやっているのだという話です、私からすると。こちらのほうが先ではないのかと。まして、札幌市から倶知安町

に行く物流幹線に位置づけられている道が改良もされないまま、そのままほうっておくのか。まだ議論の最中なの

かというところなのです。私は道路特定財源の無駄な道路の排除については、もう強硬に申し上げておりますけれ

ども、これこそが必要な道路ではないですか。自治体の命運にかかわる道路です。もう少し一生懸命働きかけをし

てほしい。 

○（総務）新幹線・高速道路推進室長 

 今、委員がおっしゃるように、やはり道路というのは高速道路、一般国道、それから道道、そういった形の中で

ネットワークが形成されているわけですから、我々の主張も含めて、今おっしゃられるような形の中で各町村、み

ずからの必要性を図りながら、一致団結してやってございますので、どこの道路が要るとか要らないとかという話

の中で整理をすることなく、必要な道路、ネットワークを形成するということで頑張っていきたいというふうに考

えておりますので、御了解いただきたいと思います。 

○山口委員 

 高規格幹線道路というのは小樽にとってそんなにメリットがあると私は思いません。札樽間は重要です。しかし、

1,076億円もかけてやる道路かと私は思います。優先度からいったら、私は今望洋線のほうがはるかに小樽にとって

は戦略的に今申し上げた意味で大きいということを認識していただきながら、要望していただきたい。これの御答

弁は要りません。 

◎駅前交差点のスクランブル化について 

 今、小樽駅前第３ビル周辺地区市街地再開発事業がようやく完成しようとしております。歩道橋も撤去されまし

た。これは小樽にとっては非常に重要な事業だ、お金もかけました。私は経済効果から言いますと、この不景気な

ときに駅前でテナントとして入っていただきます。これはもうほとんど成約されているということですから、安心

しておりますけれども、長崎屋も歩道橋がとれたら、歩道橋に面していた部分のテナント３件については、テナン

ト料を下げないといけませんから、これはデメリットになります。しかし、それものんでいただいたわけです。私

は、ずっと要望をしていますけれども、なぜあそこがスクランブルにされないのか。されて当たり前だと思います。

だれも困らない。渋滞が起きるという話もありますけれども、それはへ理屈です。札幌でもやっています。小樽で

も一番問題なところ、３差路で歩車分離をやっているのではないですか。そこができるのであれば、何で国道がで

きないのかと思います。 
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 もう一つは、先ほど言ったように、幹線の件です。交通量は減ります。絶対強く要望してほしいです。公安委員

会がどうのこうのではないのです。我々のまちなのですから、権限を持っているところに強く働きかけて、ぜひ実

現に向けて要望をしていただきたいと思います。 

○（建設）まちづくり推進課長 

 駅前交差点のスクランブル化ということでございますけれども、これについては歩行者と車が分離されるわけで

すから、歩行者にとってはより安全であるという非常にメリットはあるというふうに感じていますし、それは委員

とは同じ意見だというふうに考えてございます。 

 ただ、この問題については今までにも何回も御指摘もあって、我々もいろいろな関係者と協議を進めていますし、

先日も意見交換をしてきましたけれども、やはり後志圏と道央圏を結ぶ国道５号という幹線なものですから、信号

のサイクルが２サイクルから３サイクルになることで、待ち時間が増加するということになり、国道５号なり中央

通の車両の渋滞というようなことが懸念されるというような御指摘もあって、今すぐ要望するということにはなか

なかならないのかというふうに思ってございます。 

○山口委員 

 結局そういうことになって動かないのです。これはやはり意思です。自分たちのまちをどういうまちにするのか

という、まして観光都市ですよ。要するに、歩車共存が基本なのです。車を通しても全然経済効果が上がらないこ

とははっきりしているのです。国道の商店街を見ればわかるではないですか。小樽の商店街で一番多いシャッター

通りというのは国道５号沿いで、都通りではないのです。いかに人を回遊させるかということなのです。まち中の

いわゆる例えば私は緑の景観といいます。それから、基本的には歩車共存なのです。歩行者中心と言ってもいいで

す。歩ける道路、楽しんで歩けるまち並みです。これをやらなかったら、滞在型観光なんて絶対に実現しません、

共存でトータルにやらないと。だから、ぜひ積極的に要望をしていただきたいと申し上げているわけです。 

 もう一つは、これ今景気対策ですから、先ほど申し上げたように、来年冒頭にもう選挙になるかわかりませんけ

れども、いずれにしても、要するに景気の浮揚が最大の眼目ですから、多少財政比率を緩めてもお金を出してくる

可能性はあります。そのときに何を要望するかです。私は歩道橋の撤去というのは、お金はかからないし地元業者

でもできるわけです。それも含めて、例えば高雄ビルのところを横断歩道にしてしまっても、別に全く問題はない

でしょう。あれだって要望をすればいいと思います。私が前から申し上げている、道道の富岡の社会保険事務所の

前にある歩道橋です。何であんなところに歩道橋があるのか。経費の問題もあります。今これから冬になるとロー

ドヒーティングを全部かけなければならないから、それは北海道の話だし、国の話だから関係ないかもわかりませ

んけれども、要するに基本的にはもうバリアフリーの時代なのですから、まち中の歩道橋は撤去して当たり前なの

です。それは国道の一番幹線でそれこそ必要なところはあります。それだってバリアフリー化をこれからしなけれ

ばいけないわけです。どれを残してどれをとるのかという取捨選択は、全国でもう始まっているわけです。北海道

はちょっと消極的だと思いますけれども、小樽はまだ一つもとれていないです。そういうことも含めて、我々のま

ちづくりには歩道橋というのはもう要らないのだと。まちは理念を持ってそれを粘り強く要望していくということ

が必要ではないですか。スクランブルもそうです。それから、歩道橋の問題もそうだと思います。なかなかそうい

うことも具体的に進んでいかないわけです。歩道橋については、今までどういうふうな交渉経過なのですか。その

辺のことをもし今報告をしていただけるのであれば、お願いしたいと思います。 

○（建設）まちづくり推進室長 

 歩道橋の関係でございますけれども、今非常に問題とされてきたところは高雄ビルのところと、それと委員がお

っしゃっていました富岡のちょうど社会保険事務所のあたりということでございます。高雄ビルのところの歩道橋

ですが、いろいろ交差点の形状だとか信号の形状もあって、横断歩道がないという状況がある。 

 それともう一つは、今話題になりました駅前との関係もあって、駅前のスクランブルという問題が提起されてい
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ることと考え合わせると、大きな範囲の中でやはり交通のあり方等の検討は必要だろうというふうに思っています。

なかなか着手していないのではないかというちょっと御不満もありましたけれども、そういうことではなくて、今、

駅前も含めて、あり方というものを検討しようということで、駅前の交通量の調査も先般行ったり、あるいは駐車

場の調査等を行っていますので、わずかというふうに見えるかもしれませんけれども、そういう意味では我々はで

きるところから今着手をして、駅前のあり方等とその中でのスクランブル等とのあり方も検討していこうというふ

うに思っています。そういった中で、浅草の横断歩道橋の問題も当然その中での検討にはなってくるかというふう

に思います。 

 あと、市内にあるほかの歩道橋の関係ですけれども、これはつくったときの目的等が非常にあると思いますので、

これは一概に全部をとれという議論ではなくて、個別の例えば富岡の社会保険事務所の前であれば、どういう状況

なのか、地域の方々あるいは学校の方々等の求め、要望とかも含めて、これは個別にやはり対応すべき課題という

ふうに思っていますので、決して歩道橋をほうっているわけではなくて、そういった地域の実情等を把握しながら、

個別にその部分は対応していこうというふうには考えています。 

○山口委員 

 歩道橋について、私はどれも全部撤去をしろと言っているのではないのです。例えば、もとの菊地整形外科のと

ころの緑歩道橋も、基本的には、あの地域の方はもう要らないと言っているのです。あと富岡の歩道橋ですが稲穂

小学校も、あそこは通学路になっていないのですよ、歩道橋を通れとは指導していないのです。ただ、放課後に子

供が通る場合はありますと言われているだけなのです。そんなことは前からわかっているわけです。同じことをず

っと繰り返しているわけです。問題は撤去したいのか、したくないのかです。なぜ撤去するのかということの理屈

づけです。そこが明確になって戦略的に私たちは撤去したいというふうになっていないから、そういうふうな議論

にずっとなっていくわけです。私は、まちづくりの観点から、まちづくり推進室に聞いているわけです。そこのと

ころをきちんと理念として、我々のまちはこうするのだということがいっぱい書かれているわけですから、そうで

しょう。だから、歩車共存の件も今実験的にいろいろおやりになっているわけですよね。富岡だけではなくて、今

度別なところもおやりになると建設部長もお話をされていましたけれども、住宅街には車を入れるなということで

しょう。少なくとも、歩行者と車は対等の関係で道路づくりをしましょうということでしょう。これだけ申し上げ

て、御答弁は要りません。 

○委員長 

 民主党・市民連合の質疑を終結し、平成会に移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○成田（祐）委員 

◎ふるさと納税について 

 先ほど山口委員も税収のことについて触れていたのですが、本市も本当に住民税等がもうこれ以上増える見込み

がなく、そしてまた職員の皆さんも給与削減、ボーナスカットで、これ以上パイを小さくして果たしていいのかと

いう部分の考えがあります。やはりどうしても増やすという部分のほうに目を向けなければというふうに思うので、

その部分についてふるさと納税についてお伺いしたいと思うのですが、まず本市においては、他都市よりも好調だ

というふうに伝えられていますが、改めて本市の実績の報告をいま一度お願いします。 

○（建設）まちづくり推進課長 

 ふるさと納税のうち、寄附条例に関して答弁をさせていただきたいと思います。 

 昨日現在で市内にお住まいの方からは22名、道内の方から27名、道外の方から94名、合計143名の方から3,000万

円弱の御寄附の申込みがあったという実績状況になってございます。 
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○成田（祐）委員 

 道内他都市について報道等でいろいろやっていましたけれども、これはたぶん小樽が断トツで非常に多いのです。

例えば道内の他の自治体では、寄附をしていただいた方には肉やらメロンやら何か物をつけるなどということをや

っている自治体もありますけれども、小樽に関しては特に大したものは差し上げていないのですか。 

○（建設）まちづくり推進課長 

 今回は条例名を「小樽ファンが支える」という、あえて小樽ファンということを訴えている事情もございまして、

それで、特産物で寄附を多く募るということは今回の寄附条例の趣旨には反するだろうということで、高価なもの

は特段考えてはいませんけれども、今、市が所有している、例えば総合博物館とか、文学館、美術館ですとか、そ

ういう市の施設の入館券等の送付については、今、関係各部と協議をしているという状況でございます。 

○成田（祐）委員 

 私も特に何か用意するというわけではなくて、それで十分だとは思うのです。逆にある意味そういった景品を持

たなくても、2,900万円もの寄附が集まるというポテンシャルがやはり非常に高いというふうに思うのです。 

 そのような中で、中にはふるさと納税制度は知ってはいるけれども、実際に自分にとって得なのか、実際得も何

もないのですけれども、支払うのがただ小樽になるというだけで、一部が。結局そういう部分で、仕組みを知らな

かったり、制度そのものに対して面倒だというような方々もきっといっぱいいらっしゃると思うのです。まだまだ

この部分についてはお金を引っ張り出せるのではないかというふうに考えているのです。 

 その中で、例えば小樽出身の著名人の方、芸能人の方とか、中にはお金を非常にたくさん持っていらっしゃる方、

所得の高い方もいらっしゃると思うので、そういった方に直接そういったふるさと納税の呼びかけ等を行ったりし

ているということはあるのでしょうか。 

○（建設）まちづくり推進課長 

 著名人といいますか、特に芸能人等の著名人に対して、特定の個人に対してのふるさと納税ということについて

は、呼びかけというようなことは行ってございませんけれども、例えば東京小樽会や関西小樽会が開催されるとき

ですとか、又は小樽商科大学とか、北海道薬科大学とか、小樽潮陵高校とかの同窓会組織が全道、全国にございま

すので、そういうときの総会の開催ですとか、同窓会誌の送付のときには、市のほうからＰＲのパンフレットを同

封させていただくということで、そういう形で広く周知を図るということと、市長みずからいろいろな場所でかな

り寄附条例についてＰＲをしていただいておりますので、そういうことも含めて、各方面に対してこの条例の周知

が図られているというふうに考えてございます。 

○成田（祐）委員 

 結局、同窓会等を通した活動をされているということですが、やはり著名人の方に、中にはそういったところに

まだなかなか参加できないようなお忙しい方等もいると思うので、特に１通ずつ個人的に送っていただいて、それ

でもしかしたら大阪府の例ではないですけれども、爆笑問題の太田氏と田中氏が1,000万円ずつ寄附したと、そうい

ったような実績が、本当にそういう働きかけをするだけで、もしかしたらかなり大きな金額が集まるのではないか

という期待もあるわけです。例えば小樽潮陵高校とおっしゃいましたけれども、タレントの加藤浩次氏は、朝の番

組等でたくさん活躍されて、本人はよく小樽に関してすごく好きだというふうにおっしゃっている部分もあるので、

それで納めてくださいというのも、ファンレターのあて先に送るか、どこに送るかはちょっとあるかと思うのです

が、そういった働きかけを１通ずつでも送っていただくだけで、少しは効果があるのではないかというふうに思い

ます。東京都知事の石原慎太郎氏も小樽出身です。このことに一番反対されている方ですけれども、いろいろな方

がいらっしゃいますので、できるだけ、その辺をしていただきたいというふうに思います。 

 もう一点、ふるさと納税についてお伺いしたいことがあるのですが、本市にふるさと納税をした方が来年、再来

年となったときに、最初のときはそのふるさと納税がブームになった、ちょっと話題になったから納めたけれども、
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翌年以降、面倒だから納めなくなるということも考えられると思うのです。せっかく一度納めていただいたものな

ので、また来年以降も継続してできれば納めていただきたいのですが、そのために何か新しくさらにまたお願いし

ますであるとか、そういった継続的な告知、そしてそういった手続に関する便宜を図ったりということをされる予

定はあるのでしょうか。 

○（建設）まちづくり推進課長 

 今、寄附をしていただいた方に対しましては、市長みずからサインをして、礼状を送ってございます。その際、

ふるさと納税制度の税の優遇制度についてのお知らせを同封しています。また、今後、寄附金を支出した場合には、

こういう形で使ったというようなことも市のホームページで広く知らせるとか、また委員からお話があったように、

寄附をしやすい仕組みですとか手段についても研究して、今後とも来年以降、リピーターが増えると、そういう工

夫をしたいというふうに考えてございます。 

○成田（祐）委員 

 今おっしゃったように、どういうことに使ったかという実績がやはり非常に気になるところだと思うので、そう

いった写真を一緒に添付するだけでも、やはり納めた方にとっては、ああ、なるほどこんなによくなったのだとい

うことがわかりやすくなると思うので、そういった部分に関する費用というのは、いただく部分に比べると本当に

大したかからないと思うので、ぜひ積極的に行っていただきたいというふうに思います。 

◎小中学生の携帯電話の所持及びネット利用について 

 次に、小中学校の携帯電話の所持及びネット利用に関してお伺いしたいと思います。 

 大阪府等、他の都市でも非常に話題になっておりますが、本市の小中学校における携帯電話の持込み等取扱いは、

今どのように行われているのか、報告のほうをお願いいたします。 

○（教育）指導室主幹 

 各学校における携帯電話の持込み等についてなのですけれども、基本的には不要物は持ってこないということに

なっておりますので、必要のない場合は持ってこない。必要があって持ってきた場合については、朝の段階で担任

に預けて、帰りにまた返してもらうというような対応をしております。 

○成田（祐）委員 

 今、大阪府の橋下知事が一番話題になっていますけれども、中には親の中には、防犯のためだというような部分

をおっしゃっている方もいらっしゃいます。その防犯機能でサイレンが鳴ったり、ここ１年以内に販売された携帯

電話はほとんどＧＰＳがついているのです。非常に精度が高くて、ほぼ誤差１メートルから２メートルぐらいなの

です。だから、仮に誰かがどこかに飲みに行っていても、どこのあの店とわかるぐらいまでデータが出てしまうの

です。逆にそういったものを使って親が学校帰りのそういった通学途中のことを心配されるというような面もある

と思うので、ただ自分自身は持っていくのは反対なのですけれども、その辺についてはどういうふうにお考えなの

ですか。 

○（教育）指導室主幹 

 委員のおっしゃったとおり、子供が携帯電話を所持することについては、保護者の方からいろいろな御意見ござ

います。今委員が言われたような御意見もたくさんありまして、またその一方、要らないのではないかというよう

な意見もありまして、学校で保護者といろいろ連携しながら、学校の方針や保護者の意見等を踏まえながら、対応

しているというような現状です。 

○成田（祐）委員 

 携帯電話もどんどん進化していくので、ふだん皆さんが使っている携帯電話のほかに、やはり電話会社も顧客を

増やすために、子供用の携帯電話というか、防犯機能をもっと高くした携帯電話を出す可能性が非常に高いと思う

のです。そういったときに、学校に携帯電話を持ってきて教員に隠れてゲームとかをやる、今非常に多機能になっ
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てきて、テレビゲームと間違えるぐらいきれいなものもあるので、そういった部分をしっかりとして、防犯機能が

あるものは学校には持ってきてもいいけれども、そこでまず授業中等は教員に一度預ける等の今後の対策が必要に

なってくると思うので、ぜひその辺を考えていただきたいというふうに思います。 

 今後はそういったアンケート等を含めた何か調査というのは考えておられますか。 

○（教育）指導室主幹 

 小樽市教育委員会として全市一斉にというところでは、今のところアンケート等は考えてはいないのですけれど

も、現在小樽市小中学校情報モラル対策委員会というのを昨年度から立ち上げておりまして、その中には小中学校

の生活指導委員長、教頭会、識者、それと小樽市ＰＴＡ連合会の代表の方も入っていただいて、保護者の意見等も

取り上げながらいろいろ取組を進めて、その中で情報交換をしながらそういうところについてもいろいろと意見交

換をしているところでございます。 

○成田（祐）委員 

 ぜひ引き続きその取組について継続してやっていただきたいというふうに思います。 

◎学校裏サイトチェッカーについて 

 関連して１点だけちょっと追加してお伺いしたいのですが、つい先日、学校裏サイトチェッカーというものが公

表されまして、日本各地の学校に裏サイトがあればそれが全部ピックアップされるというようなサイトなのですが、

自分もその開設当初から見ていたのですが、朝里小学校と松ケ枝中学校に関して裏サイトがあるというような報告

が出されていたのです。ただ、そこを実際にアクセスしてみると、もう既に閉鎖されているというか、もう使い終

わった後で、何も残っていないという状況になっているのですが、こういった裏サイトをつくることによっていろ

いろな情報だとかが出てくるので、そういったものを今までも把握していたかということと、今後それについてど

のように活用していくかということについてお伺いします。 

○（教育）指導室主幹 

 非公式の学校サイトだと思うのですけれども、いわゆる裏サイトの関係ですが、委員がおっしゃいましたサイト

チェッカーという具体的なもので、今校名を挙げられた学校の裏サイトの内容については、承知しておりませんで

した。それで、先ほども答弁しました委員会の中では、非常にたん能な者もおりますので、そういう中では定期的

にそういうようなところで見ていたり、指導室としても全国webカウンセリング協議会というのがございまして、そ

こに裏サイトを見つけ出すというのも入っておりますので、そこに登録して今後またそういうところでも閲覧して、

見ていきたいというふうに思っております。 

○成田（祐）委員 

 特にこういったものができるとともに、逆に話を聞く分には、そういったものを公表せずに一部で、要はかぎを

かけてしまって、その内部の中だけでやって、外部から一切見えないようにしてやっているというものもあるので

す。今、よくブログの炎上という話が出てきますけれども、だんだん気をつけて個人情報を出さなくなれば、そち

らの見えないところでどんどん渦巻いてしまう部分があると思うので、ぜひその部分について、１人でそれを調べ

てもなかなか出てこないと思うので、ぜひあらゆるところからの情報の蓄積というのをひとつ行っていただきたい

と思うのですが、それについてお願いします。 

○（教育）指導室主幹 

 今、委員のおっしゃったことを十分踏まえまして、先ほどの委員会とか校長会等、あと小樽市ＰＴＡ連合会とも

連携しながら、いろいろとやっていきたいというふうに考えております。 

○成田（祐）委員 

◎グーグルストリートビューについて 

 次に、グーグルストリートビューについてお伺いします。 
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 東京の町田市議会では規制を求める意見書が可決されたのですが、この中にもグーグルストリートビューを御存

じない方もいらっしゃるかもしれないので、一応簡単に説明のほうだけさせていただきたいと思うのですが、 

実際に人が歩くのと同じような感じで画面が映るという、普通の地図だったら上から見て線が入っているだけとい

う感じですけれども、小樽駅前に立てば、左を見たら三角市場があって、ホテルがあって、長崎屋があって、バス

ターミナルがある。これの画面がもう本当に実写でぐるっと360度見渡せるわけなのです。この市役所の前もちらっ

と360度見て、どなたか知っている方がいないかと思って探したのですけれども、そのような感じで建物なりなんな

り、ほとんどのものがもう見えてしまう。北海道ではなぜか札幌市と小樽市が先行的に、なぜ小樽がこんな細かい

ところまで見られるのかというのが非常に気になったのです。何が問題かというと、置いてあるものがすべて見え

てしまうというのに問題があるのです。例えばポスターが張ってあったりだとか、玄関の前に自転車が置いてある

だとか、議員の看板のあるなしなどがわかるぐらいの精度の高いものなのです。一番心配なのは、要は置いてある

ものによって犯罪が起きないかということが非常に今心配されているのです。自分の家のところもちょっと見てみ

たのですけれども、もうベランダにタイヤが置いてあるのとかがはっきりわかるのです。そういったもので、あら

かじめ目星をつけてしまって、そういったような犯罪などに使われるなど、いろいろ心配な話が出てきているわけ

です。中には芸能人の方の家を全部チェックして一覧表にしてしまったものとか、高級外車をそうやって一覧表に

してしまっているとか、全然知らない人がそうやっているわけなので、非常に怖い部分があるのです。そういった

部分についてちょっと先進的な話でお答えしづらいかと思うのですが、どのような見解でとらえているのか、お伺

いします。 

○（総務）総務課長 

 今、委員のほうから詳細な御説明があったのですけれども、全国12都市のうち小樽がやはり入っていまして、今

年の８月からサービスが始まっています。私も自分の家は確認してやはり詳細に見えております。 

自治体の取組といいますか、今、町田市議会のほうで賛成多数だったようですけれども、やはり意見書が可決さ

れております。あと杉並区が８月と11月に会社に対してプライバシーへの配慮ですとか、削除の対応の申し入れ等、

首都圏を中心に関西も含めて、そういうプライバシーのことが、今後強くなってくるかと思っています。 

ただ、小樽市については、私の把握している部分ですけれども、小樽市に対する苦情とか要望についてはまだ１

件も入っていないというのが現状です。対応ということなのですけれども、皆さんも含めて、まだあまり問題視は

されていない部分でありますけれども、先ほどの町田市議会の意見書の中からちょっと引用させていただきますけ

れども、「見知らぬ土地への訪問や待ち合わせ等に有用との意見の一方で、生活空間である地域、民家の画像を無

料で誰でも閲覧可能とすることに対するプライバシー上、防犯上の問題があるという声もある」ということで書い

てあります。便利なものは悪用する者にとっても便利なのだというような言い方も出ております。ただ、前向きな

活用例として、小樽商科大学の学生が起業されて、実は小樽のグルメ・観光情報サイトということで「小樽クーマ

ップ」というのがありまして、そこはストリートビューを店のほうにリンクすると出てきまして、そういう面もあ

りますので、小樽市の展開といいますか、今後いろいろこれはやはり社会問題を含めて、その辺の議論ですとか、

推移をちょっと詳細に見ていきたいというふうに考えております。 

○成田（祐）委員 

 おっしゃったとおり、非常にいい部分と怖い部分と両方が共存しているものだと思います。グーグルストリート

ビューは、今後、何年かたったらもっと発展して、もっと精度の高いものになってしまったり、何かしらそういっ

たものも考えられるので、何がよくて何が悪いかということをぜひ皆さんに、ここにいる関係理事者の方に一度興

味を持っていただきたいと思ったのが、今回の質問の趣旨です。ぜひ一度御自宅で見られる方は見て、たしか手稲

は見られなかったと思うのですけれども、見られる方と見られない方はいらっしゃいますけれども、その辺ぜひ一

度見て関心を持っていただいて、使えるものは使える。でも、もしこういった部分が心配ではないかと思うことに
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対しては、対策を少しでも考えていただくというか、少し知っていただきたいと思ったのが今回の質問です。 

◎予算・決算説明書における管理経費の記載方法について 

最後に、前回の決算特別委員会でちょっと聞き忘れたことが１点あったので、それについてお伺いしたかったの

ですが、予算説明書、決算説明書に書いてある管理経費、これはすべての部門にわたる話なのですが、管理経費が

計上されているのですが、ここについて部署によっては光熱水費等が管理経費の中に入っているところもあれば、

別に記載されているところもあるのです。今の御時世、非常に石油価格の上下が激しくて、1.5倍になったり、その

部分をしっかり分けて出すのか、まとめてしまうのかを統一していただかないと、その表を見たときに判断しづら

いというのが一つあったので、特に最近は値下がりが非常にすごくて、先週、苫小牧に行ってきたのですけれども、

ガソリンがもう94円でした。そのぐらい下がってしまうと、やはり燃料費の部分での割合というのも下がるのかと

いうような見方をしてしまうので、その辺について記述のほうをどのようにお考えなのか、お答え願います。 

○（財政）財政課長 

 管理経費に正確な定義というのはないのですが、特定の事業目的ではない、いわゆるその組織を維持するための

一般的な庶務的な経費、例えば消耗品費ですとか、施設の保険料ですとか、あるいは連絡調整のための旅費ですと

か、委員が御指摘のとおり、燃料費とか、光熱水費が現在は大体主なものになっています。今回補正予算を出しま

したけれども、例えば小学校の管理経費は当初予算では１億7,500万円でしたけれども、その内燃料費が１億5,800

万円と大体そういうものが大きくなっています。中には、港湾総務費のように、管理経費のほかに燃料・光熱水費

として1,300万円計上しているものもあります。これは何かというと、大体ほとんどが運河のガス灯の代金です。あ

るいは常備消防費では管理経費のほかに燃料費があり、これは消防車、救急車のための経費でありまして、そうい

うようなくくり方をしています。このくくり方というのは決まったものはないのですけれども、限られた時間の中

で限られたスペースの中で、いろいろ工夫をしながら作成したつもりですが、今委員が言われたとおり、燃料費等

は今乱高下を続けている中で、貴重な資料になりますので、特に決算説明書などは工夫しながら、この燃料費とか

にかかわらず、見やすいような記載に努めていきたいというふうに思っております。 

○成田（祐）委員 

 特に管理経費のところが、それこそ小さい額であればそこまでたぶん言わないと思うのですが、やはり箇所によ

っては数百万円といったような大きい金額があって、その中での詳細がなかなかわかりづらいというのもあるので、

そういった部分もしっかり明確にしていただければというふうに思います。 

○委員長 

 平成会の質疑を終結いたします。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○委員長 

 この際、理事者より発言の申出がありますので、これを許します。 

○産業港湾部長 

 去る12月８日の新谷議員の代表質問に対する答弁に誤りがございましたので、この場をおかりし、おわびを申し

上げ、訂正をさせていただきます。 

 新谷議員から金融・経済危機問題に関して、市内の金融機関の預貸率と預証率についての御質問があり、北洋銀

行の預貸率を77.63パーセント、預証率を20.67パーセントとお答えしましたが、正しくは預貸率は72.55パーセント、

預証率は31.41パーセントでありました。本件につきましては、本日の委員会終了後に議長に訂正を申し出たいと考

えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長 

 それでは、共産党の質疑に移します。 
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○北野委員 

◎産業港湾部長の訂正発言について 

 今の発言にかかわって若干話をいたします。 

 預貸率、預証率についての間違いがあったということなのですが、ほかの四つの普通銀行や信用金庫は二つの率

について間違いなく答えている。指定金融機関である北洋銀行だけが預貸率を５パーセントも高く見積もり、預証

率は10パーセント近くも低く見積もっている。だから、原課からきちんとした数字が出たにもかかわらず、指定金

融機関を守るために市長と副市長が相はかって、わざと違えたのではないかという疑いもあるのですが、いかがで

すか。 

○副市長 

 ただいまの御質問でございますけれども、今回の代表質問がございまして、原課のほうで市内の金融機関の預貸

率、預証率について調べさせまして、北洋銀行については持ち株会社の札幌北洋ホールディングスを調べたようで

ございまして、その際に記載してありました札幌銀行の数字を北洋銀行の数字と誤って把握をして、それで答弁を

させていただいたものでございまして、特別の意図を持って答弁をしたわけではございませんので、その点は御理

解をいただきたいと存じます。いずれにいたしましても、このようなことが起こったことについては、今後十分注

意を払ってまいりたいというふうに思ってございます。 

○北野委員 

 そういう疑いを持たれるような間違いは今後しないようにしていただきたいとお願いしておきます。 

◎各銀行のディスクロージャーの利用について 

 それでは、通告してあります金融問題での質問をさせていただきます。 

 市内の業者は年末を迎えて、資金繰りがいつもの年よりも大変だということは御承知のとおりであります。 

 そこで、各銀行に対して、情報公開を義務づけていると思うのですが、この情報公開されているディスクロージ

ャー資料で、小樽市として参考にしていることがあれば、説明をしてください。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 各行につきましては、ディスクロージャーということで、私どももホームページ上のサイトでそれぞれの金融機

関の情報というものを知ることができるのですけれども、私どもが参考にしているデータというものは、市と金融

機関との協調融資の窓口もやっておりますので、質問の中にもございました預貸率に関係する各行の預金あるいは

貸出額、それから預証率にかかわる有価証券の保有割合、あわせましてやはり銀行の経営状態の健全性といいます

か、そういったようなものを表す指標として、自己資本比率もございますし、また昨今ではリーマン不況以来、株

安になっておりますので、有価証券の損失割合といいますか、そういったようなものも参考にさせていただいてお

ります。 

○北野委員 

 平成19年版小樽市統計書の56ページ、57ページに、小樽で営業する普通銀行と信用金庫の預金及び貸出金につい

ての資料が銀行協会提供で載っています。 

 そこで伺いますが、これらの銀行や金融機関の預貸率の推移についてまず報告をしてください。 

 また、この資料では、普通銀行と信用金庫で別々になっていますから、これらを合わせた合計で預貸率の推移は

どうなっているか、この２点についてお答えください。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 小樽市統計書によりますと、預貸率そのものは出ておりませんけれども、預金額と貸出金が普通銀行と信用金庫

ごとに出されております。普通銀行の預貸率でございますけれども、それぞれの貸出金と預金を基に算出いたしま

すと、平成15年が58.08、16年が55.41、17年が54.93、18年が55.49、19年が55.98というふうに推移しております。 
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 次に、信用金庫でございますけれども、平成15年の預貸率が54.21、16年が55.82、17年が57.2、18年が54.48、19

年が50.58というふうに推移してございます。 

それから、普通銀行と信用金庫を合わせました市内の金融機関の全体の預貸率につきましては、平成15年が56.87、

16年が55.54、17年が55.67、18年が55.17、19年が54.25というふうに推移しております。 

○北野委員 

 そこで、この統計書の掲載は先ほど言ったように銀行協会から提供されているもので、小樽で営業している普通

銀行、それから信用金庫の店舗数、全部の預貸率の合計で、それぞれの銀行、金融機関ごとの預貸率は表されてい

ないのです。本店のほうはディスクロージャーで公開が義務づけられていますから、同じ法の精神から言えば、自

主的に小樽で営業している各銀行、信用金庫が預貸率の動向がどうなっているかということを明らかにするのは、

私は何でもない話だと思うのです。そういう点で、小樽市としてこの私の質問の趣旨で言う各銀行、信用金庫ごと

の預貸率についてどう掌握されておりますか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 市内の各行につきまして、先ほど申し上げた預貸率につきましては、全体のものということなのですけれども、

各行にこの預貸率を出すための預金額、それから貸出額、そういったものをお尋ねしまして、私どもにお教えいた

だくようにお願いをいたしましたが、このたびは私どもの話につきましては、各行に御理解をいただけなかったと

いうことで、この場では答弁をすることができません。 

○北野委員 

 市内の各銀行は情報公開を断ったということですね、おかしな話です。 

 それでは、金融商品取引法や会社法でディスクロージャーで公開を義務づけた目的は何ですか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 金融機関の役割といたしましては、お金を貸し出すということの目的のほかに、やはり預金者保護ということも

ございますので、そういった観点からディスクロージャーが行われているのだというふうに判断しております。 

○北野委員 

 法律ではもっと厳密に言っていますから、それは課長も承知の上だと思うのですが、とりわけアメリカ発の金融

危機になって以降、これは大口預金者の心境だと思うのですが、自分が預金している銀行がアメリカのいいかげん

な証券化商品を買い込んで、そして損をする。自分の預金は果たして大丈夫かという心配もあるのです。だから、

とりわけ今の時期、金融商品取引法や会社法で情報公開を義務づけているという精神が各支店まで徹底して地域の

預金者あるいは取引業者、そういう方々の不安を取り除くということで、努力をしなければならないと思うのです。

言われても出さないというのは、法の精神に反する姿勢ではないかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○産業港湾部長 

 今、産業振興課長も答弁をしましたけれども、銀行本体としては当然のようにそういうふうに情報開示をしてい

るわけでございますけれども、個々末端に行きますと、さまざまな事情があるのかもしれません。その辺のことに

ついてまでは私どもにはお教え願えなかったわけでございますけれども、引き続きそういうことが可能なのかどう

かは、今後もまた要請はしてみたいというふうに思います。 

○北野委員 

 部長は銀行、信用金庫をかばう立場から、さまざまな理由があったと思われるという御答弁をなさっていると思

うのですけれども、私の言っているのは、地元の企業の情報を公開しろというのは、預貸率しか出ないのですから、

有価証券等は本店で扱っているわけですから、預証率は出ないです。だから、預貸率、自分らが預けたお金に対し

てどれぐらい貸出しをしているのでしょうかということぐらいは明らかにしたって何の差しさわりもないのではな

いですか。情報公開をしないというのは、大変おかしいと思うのです。これは今課長が御答弁されましたように、
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普通銀行にしても信用金庫にしても、また両方合わせた合計にしても、三位一体改革の始まる前年の平成15年末の

預貸率と比べて、いずれも減らしているのです。これは一体何を意味するかということを皆さんは考えると思うの

です。 

 その一方で、金融庁が発表している資料を見ますと、地方銀行と第二地方銀行がありますけれども、ともに預貸

率は大幅に減らしている。反面、同じ期間に預証率は、地方銀行も第二地方銀行も大幅に増やしているのです。そ

の合計、紙くず同然になるかもしれない証券の保有額は、預金を取り扱っている金融機関の商品の額ですが、23兆

5,000億円を超えているのです。そして、本年６月の時点で、既に損金で１兆5,000億円を処理しているのです。極

端に言えば、このままいったら23兆円が全部紙くず同然になるかもわからないのです、市場が開かれていないわけ

ですから。だから、そういう不安があるから、せめて預証率は別にしても、預貸率で地元企業を守るというのであ

れば、各行が競って我が社は集めていただいた、預けていただいたお金からこれだけ地元企業に貸し出ししていま

すということをみずから宣伝して、信用を厚くするという方向で行くのが本来の金融機関、銀行のあり方ではない

かというふうに思うのです。だから、産業港湾部の姿勢というのか、今日は市長がいないから、山田副市長の姿勢

というのは、どうも金融機関に対して物を言わない、苦言を呈しない。一体地元企業を守る気があるのかと思われ

るのですが、この厳しい指摘に対する御見解を伺いたい。 

○産業港湾部長 

 ただいまの件でございますけれども、この時期だけではなくて、私どもは先般10月にも市の制度融資の内容の改

定にかかわる話合いの機会を設けました。その際に、地元の金融機関の重立った方々においでをいただいて、その

中で私どものほうから、年末を迎えての資金の融通についてできる限り御協力をお願いしたい。あるいはまた、先

般11月の上旬だったと思いますけれども、商工会議所が主催いたします金融懇談会というのがございまして、これ

には市内各行と信金の代表の方においでいただいて、私や北海道の方も参加いたしまして、その中でも同じような、

いわゆる年末資金の手当等について十分な配慮、また相談に十分応じるよう、できるだけお願いをしたいというよ

うなことは私どものほうからも要請し、あるいはまた会議所の幹部の方々からも要請をしておりますので、決して

私どもとしては甘いとか何かということではなくて、するべきことはしているという立場でいるというふうに考え

ております。 

○北野委員 

 そういう姿勢をさらに進めて、見えるようにしていただきたいということを要望しておきます。 

 私はここで銀行や信用金庫の融資問題を質問するのは、最近の銀行のモラルハザードを正すためだということで

す。御承知のように、本来金融機関は、預金者から集めたお金を地元企業に貸し出して企業を育成し、ひいては消

費者ニーズにこたえるためだと。これが結局回り回って日本経済を活性化し、景気を立て直す、そういう大道だと、

欠かせない問題だという問題意識です。 

 ところが、最近、長期にわたる低金利、それから不景気も長く続いていますから、各銀行等も資金がだぶついて、

幾ら低金利でも利息を支払うわけですから、銀行として貸出先をきちんと選んで金利をもらわなければ、もうけの

源泉にならないわけです。当然こういう低金利の下で、しかも不況だから、貸し出すことにかつてよりも物すごく

審査その他で苦労されていると思うのです。私は金融機関の方も何人か知っていますから、そういう苦労を大変胃

の痛くなるような思いをして審査をしているということも伺っていますから、そういう苦労があることは十分承知

の上です。 

 しかし、だからといって、本来の業務から離れてハイリターンを求めてハイリスクの可能性が非常に高い証券化

商品を買い込んで大損をするというふうになったら、これは一体本来の銀行業務なのかというふうになるのです。

だから、先ほど指摘したように、物すごい勢いでいいかげんな債券を買い込んで23兆円もの金額に上っている。預

貸率は下がり、預証率は上がるというようなことです。こういうのは結局６月の時点の調査ですから、リーマンブ
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ラザーズが破たんしたのはたしか本年９月ですから。そうすると、それ以降、もっとこの傾向は強まって、いわゆ

るハイリスクを生んでいるというふうに思うのです。だから、私は預貸率が下がるというのは、結局こういう銀行

の全体としての流れから、損金が出て、資金がショートする。だから、貸し渋り、貸しはがしが横行しているので

はないか。これが今日の重大問題だと思うのです。こういう金融のあり方を本来の姿に戻すことが、小樽の地元企

業の経営、差し迫っては年末の融資にやはり大きな影響を与えていくというふうに思うのです。 

 こういう立場から私は、銀行が本来のあり方で利益を追求するという点で、以前よりも相当苦労がある、苦労を

するということは承知の上ですけれども、そこはやはり銀行本来の社会的使命を考えて、地元企業にいかにしてお

金を貸すかと、企業を育てるかという立場で小樽市としても各銀行、信用金庫等に協力をお願いするということで

やっていただきたいと、そういう思いから質問をしているわけです。 

◎緊急保証制度について 

 まず、本会議の新谷議員への御答弁で、国の緊急保証制度、いわゆるセーフティネット保証、小樽市が認定した

にもかかわらず、銀行や信用金庫が融資を断ったケースが何件あるか、承知しているとすれば、銀行名、金融機関

名をお答えください。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 私ども中小企業信用法に基づきまして、特定中小企業者ということで、所定の要件に基づきまして、地元の中小

企業者を緊急保証制度ということで認定をしておりますけれども、私どもが認定をこれまで行ってきたケースで、

金融機関から融資を受けられなかったというケースについては１件把握をいたしております。 

 金融機関についてということでございましたけれども、なかなかこの１件のケースが貸し渋りであるのかどうか

ということの判断をすることも難しいというふうに考えておりまして、金融機関名を明らかにすることにつきまし

ては、差し控えさせていただきたいと思います。 

○北野委員 

 それでは、私のほうから具体的に伺います。 

 これは、融資を申し込んで断られた業者の方の御了解をいただいています。仮にＷ氏ということで質問をさせて

いただきますが、実は昨日の参議院財務金融委員会で国の緊急融資制度について、北陸銀行小樽支店のＷ氏への融

資の対応について問題にされて、金融庁と中川大臣が答弁されています。これはインターネットで私も先ほど２度

ほど見たし、テープにとって再度聞きました。 

 そこで伺いますけれども、まず緊急融資制度について保証協会が保証するに当たって、商工ローンとかノンバン

クから借り入れているのを理由にして断るというケースが出ています。この制度はたしか10月何日かから発足して

いるはずですから、それ以降そういうケースが増えて問題だということになっているので、これを金融庁にただし

たところ、国会での答弁は商工ローンとかノンバンクの問題があっても、実態に即して検討するということを言っ

ているのです。そして、多重債務の場合は別ですから、それは保証協会が別な人、あるいは機関を紹介して、多重

債務の整理をあっせんしているということなのです。だから、商工ローンとかノンバンクから一時的に借りるとい

うことなど、今相当やられていることなのです。それを理由にこのセーフティネットの保証を適用しないというの

はおかしいということで、今、国会で問題になったのです。これに対して、金融庁でどういう対応をしているか、

承知しておりますか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 金融機関に対する金融庁の対応でございますけれども、まず、本年８月に金融庁のほうから、いわゆる検査に対

する方針というのが出されておりまして、仮にこの中小企業者が赤字超過あるいは債務超過であった場合にしても、

やはりその中小企業の特性に十分配慮をしながら融資をしていくという点について検査の際、注目をしていくのだ

という方針が一度示されております。たしか先月だったかと思いますけれども、改めてやはり金融庁のほうで貸し
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渋りの防止という観点から、中小企業への監視体制を強化していくというようなことが明らかにされております。

例えば具体的に申し上げますと、仮に融資を断ったケースなどがあった場合については、その断った理由が妥当な

のかどうかというようなことまで金融庁のほうではチェックするということでございまして、８月に一度金融機関

に対する検査方針が示された後、年末に近い11月にも、こういった形で金融機関に対する検査項目というのが確認

されているところでございます。 

○北野委員 

 今、課長がお答えになりましたけれども、結局今の問題で、改めて金融庁は、緊急保証制度の運用については商

工ローン、ノンバンクからの借入れの有無といった形式上の事象のみでなく、中小企業の経営実態、特性を十分踏

まえて対応、判断していただきたい。保証協会のトップにも、あるいは文書でも徹底している。さらに、セーフテ

ィネット保証は中小企業、小規模企業の金融の円滑化に有効に活用されるよう対応すること。中小企業、小規模企

業の金融の円滑な対応は、民間金融機関の最も重要な役割だと。これは金融庁のいわゆる金融機関を監督する局長

の答弁です、最高責任者の。こういう指導方針を受けて、小樽の北海道信用保証協会はＷ氏のセーフティネット保

証を100パーセント保証したのです。小樽市も認定したのです。だから、小樽市のこの認定について間違った認定だ

ったというふうにはなりませんから、間違っていないと言いきれますね。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 私どものほうにその認定を申し込まれた場合につきまして、確認項目というのが幾つかございます。まず、指定

業種であるかどうかという確認をさせていただいております。順次拡大されてきておりまして、12月10日現在で698

業種まで拡大されておりますけれども、まずお申し込みされた事業者がこの698業種に該当するかどうかという点が

一つ目でございます。それから、対象になる要件がございまして、３か月間の平均売上高が前年同期比マイナス３

パーセント以上の中小企業者であるかどうか、あるいは最近３か月間の売上総利益率又は平均営業利益率、こうい

ったものが前年同期比マイナス３パーセント以上の中小企業者であるかどうか、あるいは価格転嫁が十分進んでい

ない中小企業者であるかどうか、このいずれかに該当する場合については、私どもとしましては、特定中小企業者

ということで認定をするわけですけれども、いずれにいたしましても、この認定に当たりましては、十分挙証書類

なども私どものほうで確認をしながら対応させていただいておりますので、誤りはないのではないかというふうに

考えております。 

○北野委員 

 だから、今度の北陸銀行に申し込んだＷ氏は500万円申し込んだと。最初、大変いい制度があるので、これは命綱

だということで北陸銀行の窓口に行ったら対象になるということで、その足で保証協会へ行って話をして保証をも

らう。そして、小樽市の認定ももちろんいただいて、再び北陸銀行へ行ったら、ノンバンクから借入れあるからだ

めだ。しかし、ノンバンクから借入れがあるということは、セーフティネット保証の適用条件にはなっていないの

です。借りていてもいいのです、簡単に言えば。だから、おかしいということで小樽の財務局の窓口まで行くとか、

国会にも訴えると、金融庁の大臣へのいわゆる目安箱にもメールで送っている。中川大臣はそのメールを見たとい

うふうに言っていました。そして、熱心にもう命がかかっていますから、当然何回も窓口に行く。そんなに来るの

は営業妨害だとまで言いきったのです、融資課長という方は。それで、そのことも目安箱で訴えたら、中川大臣は、

銀行の窓口に来られることを営業妨害だというのは論外な話だというのです。それは銀行員としてあるまじき話だ

ということまで言っているのです。その後日談がありまして、市のほうは承知していないかもわからないけれども、

昨日国会で名指しで言われたものだし、財務局の小樽の窓口から北陸銀行の本店にまで電話が行ったそうですから、

変化が現れたと。今日、Ｗ氏が北陸銀行から呼ばれまして、行ったら、貸してくれない方針は変わらないのですが、

今度はノンバンクへ返済できないだろうということで断った。しかし、これもノンバンクのうんぬんと同様、保証

要件にはないのです。だから、北陸銀行小樽支店は、国の緊急保証制度、セーフティネット保証のその要件につい



平成 20年 12月 12日 予算特別委員会会議録（３） 

 
－39－ 

て承知していないのではないかと思われるのです。もし承知しているとすれば、そこまで条件が整って保証協会が

100パーセント保証ですから、仮にＷ氏がこけても、後で保証協会から代位弁済して、北陸銀行が500万円を融資し

たとしても全額損しないのです。そして小樽市も認定して、認定が間違いないと言っているのに、なぜ貸さないの

だと。そういうことをわかってやっていたら、これは確信犯ですから、そこまでやるからには根拠があると思うの

です。だから、私は資金ショートか何かで本店から金を確保しろと言われているから貸さないのか、何か理由があ

ると思うのです。要件を満たしているにもかかわらず、保証協会の保証がついているにもかかわらず、貸さないな

んて、こんなことは考えられないのです。だから、私はこの問題については国会でも議論になって金融庁の２人の

局長もきちんとした見解を述べているにもかかわらず、現在まで北陸銀行小樽支店はＷ氏に融資をしないという態

度を変えていない。しかも、理由が昨日融資課長が言ったノンバンクからの借入れというのは一言も言わないで、

今度は返せないだろうと。そんなことはわからないです、やってみないと。だから、要件にもない理由をつけて断

るというのは、国の融資制度そのものの根幹をゆがめることになると思うのです。私のそういう認識は間違いです

か、お答えください。 

○産業港湾部長 

 融資条件等詳細について私どもはもちろん承知しているわけではありませんけれども、今、委員のお話のような

形の中で融資が実行されていないということであれば、どうして起きているのかということは私どものほうで聞い

てみたいと思います。 

○北野委員 

 しかも、保証協会が代位弁済する財源は何をもって財源にしていますか。 

 今年度の予算にはのっていないけれども、北海道をはじめ、各自治体が何年間かに１回出えん金という形で出し

て、そして代位弁済する財源にしているのです。それが足りなくなれば、また北海道の呼びかけ、保証協会の呼び

かけで、それぞれの比率に応じて出えん金を出している。小樽市は昭和24年のこの制度発足以来、2,050万円の出え

ん金を出しているのです。だから、小樽市はそういう財源を出しているのですから、そういう立場からいっても、

保証協会が保証し小樽市が認定しても貸さないという銀行に対して、これはおかしいと、地元企業を守る立場から

おかしいではないですかと意見を述べることは十分根拠のあることなのです。何も損をしないのに、何でこんなこ

とをやるのかと、私は不思議でしようがないのです。き然とした態度をとっていただきたいというふうに思うので

すが、先ほど来の話ではちょっとわかりません。もう一度お答えください。 

○産業港湾部長 

 我々に融資機関に対して企業へ融資せよとかという強制力がないのはもちろん御承知だと思いますし、指導力と

いう意味でも自治体として持っているわけではないのです。ただ、いろいろな形で我々は中小企業を守る、あるい

は制度融資だとかということの中で、地元の金融機関とは密接な関係を続けて今日まで来ているわけでございます

し、そういった中でこれまでもいろいろ相談をしながらやってきております。今回のことについても、出えん金と

いう形でもちろん保証協会に対して小樽市としてはそういう形では寄与しているわけでございますし、直接それが

金融機関に対して物を申せるかどうかということは、私としてはちょっとつながることではないのかと思う部分も

ありますけれども、いずれにしてもそういった状況でお困りの方が実際にいらっしゃったということでございます

から、改めて内容を聞いてみたいというふうに思います。 

○北野委員 

 その場合に、私は最初に言ったように、銀行や金融機関の融資マニュアルを無視して申し込んだ人に、ただやみ

くもに貸せということは言っていないのです、限定をしているのですから。今回のセーフティネット保証に関して

要件を満たし、小樽市も認定している。保証協会も保証していると、保証づきだと。こういうケースの場合に貸さ

ないのはおかしいから、これはいかがなものですかと申し入れたり話をするということは可能でしょう。融資を申
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し込んだ全部を融資しなさいということを言えと私は言っていないのです。国の制度が国会の答弁や何かでも要件

をきちんと満たしているのに、なぜ貸し出さないのかという疑問があるし、要件を満たしているのであれば、小樽

市だってこれは対象になりますというふうに言っているのです。だから、この件に関してはやはり金融機関に国の

制度をきちんと守らせることが地元企業を守ることにもなるわけですから、そういう最小限のことを申し上げてい

るのです。銀行の自主的な融資のマニュアルを無視してやみくもに認めろなんていうことを私は要求していません

から、その点は誤解しないできちんとお話ししていただきたい。何よりも小樽の中小企業や何かは、これは市民税

課長がよくわかると思うけれども、法人税割を払っていない企業のほうが圧倒的でしょう。だから、そういう中で

今、従業員やその家族が年の瀬を越すのに命綱だと言って政府も出したこの緊急の融資制度を適用しないというこ

とになったら、これは大変なことなのです。銀行がそれを否定することになるわけですから。だから、このことを

先ほど来紹介した二つの理由は北陸銀行小樽支店の対応というのは、要件にはなっていないわけなのですから、そ

の辺はよくお話合いをしていただきたいということを強く申し入れますが、改めて御見解をお伺いしたいと思いま

す。 

○産業港湾部長 

 繰り返しになりますけれども、その要件が仮に整っていたとしても、今回実現していないというには、やはり金

融機関側の理由もあるのだと思います。ですから、その辺は我々としてまだよく承知しておりませんから、内容を

聞いてお願いをするということはしてみたいと思います。 

○北野委員 

 私はそういう姿勢はおかしいと思って、先ほどから言っているのです。世間で保証協会と銀行、金融機関の間に

ついてどういう話合いがなっているかは、部長も承知しているでしょう。保証協会は独立した機関なのだから、こ

の人が融資の対象になるといえば保証をするわけです。その場合に、銀行と相談をしているかもわからないです。

銀行がだめだと言えば保証しない。だから、保証協会が銀行の言いなりでないかという話も出ているくらいなので

す。保証協会にとっては不名誉な話です。だから、そういうことがないように今回の場合、保証協会が保証したの

だったら、きちんと融資するというふうにすれば、そういううわさが消えるわけだから、関係機関にとっても名誉

な話だと思うのです。だから、その保証協会が保証しても銀行がだめだと言ったら貸さないということが横行すれ

ば、結局、保証協会が事前に金融機関、銀行に相談してだめだと言えば、保証しないということがまん延すること

になるでしょう。それでは保証協会の意味がないし、小樽市が貴重な財政の中から出えん金を出している意味もな

くなるのです。そういうことも含めて考えていただきたいということで、私はくどいようですけれども、申し上げ

ているし、最小限のことだというふうに考えていますから、これはぜひきちんとした対応をして、後で報告をして

いただきたいというふうに思います。 

◎セーフティネットの認定申請について 

 次に、全国的にもう起こっているそうですが、このセーフティネット保証を悪用して、銀行が言ってみれば、企

業から白紙委任状を取りつけて何社分もセーフティネットを保証すると、適用させるように自治体の窓口に行くと

いうことが起こっている。そして、適用されたら、過去のプロパーの返済分を全部相殺したり大幅に返済させてい

る。こういうことも国会で問題になって、それはセーフティネット保証の取り違えだということを国会でも金融庁

が答えているのです。これはもう銀行、金融機関のモラルハザードです。こういうことは小樽ではないでしょうね。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 代表質問で答弁をさせていただいたときには、私どものほうで認定した件数というのは66件でございます。その

後12月10日現在でさらに16件増えまして、今、認定数が82件ということになってございますけれども、現在までの

ところ、このセーフティネットを活用して過去の融資分の返済を求められたというケースについては、私どものほ

うにはお話としてはまだ伺っていないところです。 
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○北野委員 

 小樽市のほうに報告するという業者はいないと思います。だから、過去の分を払えと、適用して融資された分か

らいくらかを差っ引くと。それはもう借りる側はお願いする側だから、銀行側、信金から言われれば、そうですと

いうふうになってしまうのです。だから、市のほうが承知するようにはならないと思うのです。だから、そのこと

も含めて、追跡をする場合に気を使っていただきたい。 

 小樽市の産業港湾部の窓口でセーフティネットの認定をする際、業者本人ではなくて、銀行の人が来ているとい

うことはないでしょうね。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 このセーフティネットの認定申請の関係でございますけれども、私どものほうに認定の申請に持ち込まれている

ケース、中小企業者の方がお持ちになるケースもございますし、金融機関がお持ちになっているケースもございま

すけれども、数としてはやはり金融機関がお持ちになっているケースのほうが多いというふうに感じております。 

○北野委員 

 そうしたら、先ほど私が言ったように、金融機関主導で業者に白紙委任状を取りつけて、そして銀行がかわって

申請をして適用したら差っ引くということがやられているのではないかという可能性があるのです。これが全国的

に物すごい問題になっているのです。銀行が書類を持ってきたところを調べてみてください。こういうようなこと

を中川大臣は悪用だと言っているのだから、あるまじきことだと。そういうような可能性があるかどうかはわかり

ませんけれども、全国的に出ているから、小樽で金融機関の持込みのほうが多いというのだから、そういう可能性

はないかどうかを調べて、地元企業を守るというふうになるのが大事なことでないかと思うのです。名誉にかかわ

りますから断定はしていません。しかし、全国的に問題になって、各党にもおかしいということで訴えが行って、

国会で問題になるくらいになっているのですから、全国的に。小樽でも聞いたら、業者が来ないで金融機関が申込

みに来ているほうが多いというのでしょう。82件のうち金融機関は何件持ち込んでいるのですか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 申し訳ございませんが、ただいま書類等を持ち合わせておりませんので、詳しい数字は今ここで申し上げること

はできません。 

○北野委員 

 終わりにしたいと思うのですけれども、全国的にこの制度を悪用するようなことはやめるべきだという、金融庁

の態度も示されていますから、ぜひ今申し上げた心配が事実であればただして、地元企業が年を越し、そこに働く

従業員や家族が安心して新年を迎えられるように、小樽市として頑張っていただきたい。 

 聞くところによれば、今月の26日で御用納めですけれども、この問題に関しては窓口を開くということですが、

銀行があいている間、この窓口は開いていただけるのですね。 

○産業港湾部長 

 まず、今回の長期間の休みとの関係で、庁内的に私どものほうからきちんとした話をしてございませんので、今、

保証協会、あるいは各金融機関が30日までは開きますから、この緊急保証制度が我々の認定がいつの時点まででき

れば、認定書を交付できれば30日までのそういった融資が実行可能なのかどうか、ここ二、三日中に金融機関の方

に呼びかけをして集まっていただいて、制度融資の新利率の改定の関係もございますから、それとあわせて今の関

係についても御相談して、できるだけ実態に沿うような形でやってまいりたいと思います。庁舎管理の問題もあり

ますので、それは総務部とある程度決まりましてから、相談しようと思っておりましたけれども、そういう考え方

でおります。 

○北野委員 

 最後ですが、そうであれば、閉庁後も大変でしょうけれども、窓口を開いて小樽市が中小業者、地元業者のため
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に最後まで頑張ったということが評価できるように、御努力願いたいということを強く要望して終わります。 

○委員長 

 共産党の質疑を終結いたします。 

 以上をもって質疑を終結し、本日はこれをもって散会いたします。 


